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 全体計画 第１章

 改築整備における基本方針（目指すべき方向性） １.

（１） 改築整備の基本方針（新病院のあるべき姿） 

 最上地域唯一の基幹病院として管内医療機関との連携による地域完結型医療の提供 

 医療機能の重点化と二次医療圏を越えた広域的な診療体制の構築 

 最上地域の公的医療機関を持続的に支える医師の派遣機能や教育研究機能等に係る拠点機能の整

備 

 医療と介護・福祉の連携拠点 

 

（２） 新病院の理念 

「仁」、「愛」、「和」の心をもって、地域住民に信頼と安心を与える医療を提供し、最上二次保健医療圏唯一

の中核病院としての使命を果たします。 

 

（３） 新病院の基本方針 

① 患者とその家族の方々の権利を尊重した患者中心の医療を推進します。 

② 病院機能の充実を図り、医療安全の確保、医療水準の向上に努めるとともに、二次保健医療圏を越え

た広域的な診療体制を構築します。 

③ 医療と介護・福祉の連携拠点として、地域医療機関等と連携を強化し、役割を分担しながら、地域住

民の安全を確保します。 

④ 良質な医療を提供し続けるため、経営の健全化を図ります。 

⑤ 将来の地域医療を担う医療人の育成に取り組んでいきます。 

 

 新病院の診療機能 ２.

（１） 重点を置く診療分野・主要な診療機能 

① 救急医療 

 新病院に地域救命救急センター及びヘリポートを整備し、最上地域の救急医療機能の向上に貢献する。 

 圏域内の二次救急医療機関等地域の医療機関及び他圏域の三次救急医療機関等との連携体制を強

化する。 

② がん医療 

 地域がん診療連携拠点病院として、最上地域における死因の第一を占めている悪性新生物（がん）に係

る分野への対応を強化する。 

 がん患者の疼痛緩和医療等に対応するため、緩和ケア病床を現病院に引き続き整備する。 

③ 心疾患・脳血管疾患 

 高齢化に伴い一定の需要が見込まれる心疾患・脳血管疾患への対応を強化する。 

 認知症等の神経系の疾患に係る分野への対応として、最上地域の精神科病院との連携等による認知症

患者への対応体制の充実を図る。 

④ 小児・周産期医療 

 最上地域唯一の分娩取扱い医療機関として、安心して子どもを産み育てるための周産期及び小児医療に

係る現状の医療機能を堅持する。 
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 妊娠 34 週以前の切迫早産等のハイリスク分娩に係る三次周産期医療機関（山形大学医学部附属病

院、山形県立中央病院等）との広域連携を図る。 

⑤ 総合診療 

 特定の臓器や疾患に限定することなく、幅広い視野で患者を診ることができる診療機能の充実を図るため、

総合診療科を増設する。 

 総合診療専門医育成機関として、教育プログラムの充実を図る。 

 地域包括ケアシステムの構築に向け、最上地域の医療ニーズに的確に対応するとともに、最上地域全体の

多職種と連携した包括的かつ多様な医療サービス提供に貢献する体制を構築する。 

⑥ 災害医療等 

 災害拠点病院としての機能を強化する。 

 地域の医療機関や他の災害拠点病院との連携体制を構築する。 

 新型インフルエンザ等感染症への対応体制を構築する。 

 

（２） 診療科 

① 現病院の診療科（18 科） 

内科／神経内科／消化器内科／循環器内科／呼吸器内科（予定）／小児科／外科／乳腺外科／

整形外科／形成外科／脳神経外科／皮膚科／泌尿器科／産婦人科／眼科／耳鼻咽喉科／放射線科

／麻酔科 

② 新病院で新設する診療科（案）（9 科） 

新病院は下記の診療科を加えた 27 診療科とする。 

緩和ケア内科／腫瘍内科／血液内科／精神科・心療内科／歯科／救急科／リハビリテーション科／腎臓・

内分泌内科／総合診療科（院内標榜） 

    ●新設する診療科については、地域の医師配置の適切な配置に関して協議を行う蔵王協議会に依頼のうえ

医師確保を進めていくこととする。 

 

（３） 病床機能・規模 

① 病床機能・規模 

新病院では、以下の病床種別・病床数を整備する。 

病床種別 病床数 

一般病床   321 床 

〈内訳〉 

地域救命救急センター  10 床 

地域包括ケア病床 50 床 

その他一般病床 261 床 

感染症病床   4 床 

計   325 床 

② 病床稼働率 

 地域包括ケア病床の病床稼働率は 90％以上を目標とする。 

 その他一般病床の病床稼働率は 85%以上を目標とする。 
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 機能分担と機能連携 ３.

（１） 地域医療機関からの受入れ機能 

 かかりつけ医と新庄病院の診療機能に関する役割分担を明確にし、急性期医療を必要とする患者に必要な

医療を提供する。 

 地域の医療機関との緊密な連携による「紹介率」の向上のための体制強化を図る。 

 

（２） 退院調整機能 

 地域の医療機関、介護施設等との緊密な連携により、回復期病院や介護施設を含む在宅での療養に円

滑に移行できる退院調整機能等の強化を図る。 

 最上地域唯一の基幹病院として、介護施設を含む在宅での療養中に急変した患者を受入れる緊急入院

機能等を確保する。 

 新庄病院の認定看護師による訪問看護ステーション等の看護師への支援を行う。 

 地域の医療機関との緊密な連携による「逆紹介率」の向上のための体制強化を図る。 

 

（３） 三次医療機関との広域連携 

 新庄病院では対応できない高度な医療（がん高度専門医療等）を提供するうえで、医療資源を有効かつ

効果的に活用するための二次保健医療圏を越えた広域的な診療連携体制を構築する。 

 ドクターヘリ等による三次医療機関（山形大学医学部附属病院、山形県立中央病院等）への救急搬送

体制を強化する。 

 妊娠 34 週以前の切迫早産等のハイリスク分娩に係る三次周産期医療機関（山形大学医学部附属病院、

山形県立中央病院等）との広域連携を図る。【再掲】 

 

 教育実習機能（人材育成・確保） ４.

 へき地医療拠点病院として最上地域の公的医療機関を持続的に支える医師派遣機能や教育研修機能等

に係る拠点機能の整備を図る。 

 大学等との連携による医療技術の高度化及び専門化に対応する人材育成機能を強化する。 

 総合診療専門医の基幹研修施設として、総合診療専門医の育成に取り組む。 

 大学等と連携し、医療機関の医師・看護師及びコメディカルスタッフの研修を支援する。 

 

 介護・福祉との連携 ５.

（１） 地域包括ケアシステムへの対応 

 地域医療情報ネットワーク「もがみネット」の活用等による医療・介護・福祉等の関係機関との連携、ケアマネー

ジャーや訪問看護師との多職種連携による在宅療養支援を推進する。 

 医師会・地元市町村との連携により、医療・介護関係者の円滑な情報共有及び在宅医療・介護連携に関

する相談支援体制を整備し、より円滑な退院支援を推進する。 

 最上地域唯一の基幹病院として、介護施設を含む在宅での療養中に急変した患者を受入れる緊急入院機

能等を確保する。【再掲】 

 認知症等の神経系の疾患に係る分野への対応として、最上地域の精神科病院との連携等による認知症患

者への対応体制の充実を図る。【再掲】 
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 新庄病院の認定看護師による訪問看護ステーション等の看護師への支援を行う。【再掲】 

 地域包括ケアシステムの構築に向け、最上地域の医療ニーズに的確に対応するとともに、最上地域全体の多

職種と連携した包括的かつ多様な医療サービス提供に貢献する体制を構築する。【再掲】 

 

（２） 障がい児医療・療育への対応 

 県内の障がい児（特に発達障がい児）への診療提供体制に鑑み、最上地域における障がい児医療・療育

への対応については、新病院開院時は、こども医療療育センターやこころの医療センターでの診断・リハビリテー

ションを受けている障がい児のフォローアップを基本とし、継続して新病院での障がい児の診療及びリハビリテーシ

ョン体制の充実を検討する。障がい児歯科についても対応を検討する。 
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 人員配置計画の基本方針 ６.

（１） 基本的な考え方 

 人件費の増加による病院経営の圧迫を考慮しつつ、新病院の診療機能の強化に伴い必要かつ適切な人員

配置を検討する。 

 現病院の業務の見直しを行い、各専門職が本来業務に専念し、その能力を十分に発揮できる人員配置と

するとともに、業務の効率性を高め、新たな業務・サービスに柔軟に対応できる体制を構築する。 

 

（１） 職種別の考え方 

① 医師 

 より質の高い医療の提供を図るため、急性期病院に見合う医師数の確保を目指す。 

② 看護職員 

 病床規模の見直し、診療機能強化等に対応して適切に配置し、急性期医療の提供に必要な看護職員を

確保する。 

 新病院で新たに設置する地域救命救急センター機能を十分に発揮するため、人材育成を考慮した人員配

置とする。 

③ 医療技術部門・事務部門等 

 人工透析部門・化学療法部門等の業務量の変化に応じた適切な人員配置とする。 

 

（２） 人員計画 

病床規模の見直し、診療機能の強化等の条件を加味し、職種・部門を基本に今後継続検討とする。新病院

での診療機能の強化に向け、引き続き医師確保に努める。 

【現状の職種・部門ごと職員数】 

職種・部門 
現病院職員数 ※H29 年度体制 

実数 100 床あたり 

医師 46 人 11.9 人 

看護部門 

 
助産師・看護師 292 人 75.3 人 

医療技術部門 

 

薬剤師 14 人 3.6 人 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 18 人 4.6 人 

診療放射線技師 13 人 3.4 人 

臨床検査技師 21 人 5.4 人 

視能訓練士 1 人 0.3 人 

臨床工学技士 4 人 1.0 人 

管理栄養士・栄養士 5 人 1.3 人 

社会福祉士 1 人 0.3 人 

診療情報管理士 4 人 1.0 人 

事務職 24 人 6.2 人 

その他職員 24 人 6.2 人 

計 467 人 120.4 人 
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 物品・搬送計画の基本方針 ７.

（１） 基本方針 

 各部門の業務において、物品の効率的な管理・搬送が実現できるよう、搬入・納品・払出等の動線・保管ス

ペース・関連部門の配置等を考慮し、施設管理と運用の両面における最適な体制を構築する。 

 医療従事者の物品管理業務に関わる業務を軽減し、本来業務へ傾注化できる環境を整備することにより、

医療の質の向上を図る。 

 人による搬送業務の集約化と機械による搬送設備の有効活用により、院内での搬送業務の効率化を図る。 

 患者・職員・来院者が安全かつ効率的に院内を移動できるよう、用途別に搬送設備を整備する。 

 

（２） 物品搬送対象範囲 

 院内の物品搬送方法については、エレベーターを利用した人力搬送と小型搬送設備等の器械搬送を経済

性や業務の効率性等を考慮して検討する。 

 具体的な搬送対象物、搬送頻度を検討し、各部門の計画と合わせて、より最適な搬送設備の選定を行う。 

 

対象物品 
新病院 搬送手段 

搬送元 搬送先 現病院 新病院 

医薬品 内服薬・外用薬・注射薬、 
消毒薬・消毒液等 

薬剤部門 使用部署 人手 人手 
または 
機械 血液製剤(アルブミン製剤) 薬剤部門/検査部門  人手 

輸血製剤 検査部門 使用部署 人手 

バリウム、造影剤 薬剤部門 使用部署 人手 人手 

放射線同位元素（RI）  (直納) 放射線部門 (業者) (業者) 

透析用剤、腹膜透析液 （直納） 透析部門 (業者) (業者) 

診療材料 
 

各部門共通品、ﾃﾞｲｽﾎﾟ製品、
その他各部門固有品 
(酸素及び医療ｶﾞｽ含む) 

SPD 倉庫 使用部署 人手 人手 

再生滅菌物 手術用の器械 中央材料部門 手術部門 人手 人手 

外来・病棟処置用ｾｯﾄ等 中央材料部門 使用部署 人手 人手 

給食関連 食材 (直納) 栄養部門 (業者) (業者) 

患者用食事(配膳・下膳) 栄養部門 病棟 人手 人手 

リネン関係 手術リネン 洗濯室 手術部門 人手 人手 

寝具リネン・一般リネン等 リネン室 使用部署 人手 人手 

ﾍﾞｯﾄﾞ・ﾏｯﾄﾚｽ・ﾊﾟｯﾄ 各病棟倉庫 使用場所 人手 人手 

一般消耗品 事務用品・日用品、印刷物等 SPD 倉庫 使用部署 人手 人手 

医療機器等 医療機器・保守用部品・ 
消耗品 

ME 部門 使用部署 人手 人手 

検査用物品 検体容器 検査部門／各部署 採取場所 人手 人手 

検査試薬 （直納） 検査部門 (業者)  

検体 
各部門での採取検体 
(血液・尿・細胞等) 

採取場所 
(採血室・採尿、 

各科処置室、病棟) 
検査部門 人手 

人手 
または 
機械 

診療記録 
カルテ・フィルム等 

病歴室 
(診療情報管理) 

外来ﾌﾞﾛｯｸ受付・
病棟 

人手 人手 

廃棄物 一般ごみ、医療廃棄物 各部署 廃棄物保管庫 人手 人手 
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（３） エレベーターの利用区分 

 エレベーターは、効率性に配慮して適正数を設置するとともに、安全性や信頼性のある設備内容とする。 

 院内の動線確保に配慮し、一般用(外来患者・一般来院者)と業務用(職員・物品等)のエレベーターを区

別し、業務用はベッド等が積載できる大型エレベーターを設置する。 

 具体的な設置台数および用途は、各部門の配置計画と合わせ検討する。 

① 使用分類 

エレベーターの使用分類は以下を基本として検討する。 

対象者 
利用エレベーター 

備考 
一般用 業務用 

患者 外来 ○ × 複数階に分かれた際、外来専用エレベーターの設置を検討 

入院 ○ × 緊急時専用エレベーターの設置検討 

一般来院者(見舞客等) ○ ×  

職員 △ ○ 職員単独で移動時 

 
患者搬送 × ○ 

緊急時専用エレベーターの設置検討 
職員エレベーターを「患者搬送用」「物品搬送」と分けて 
設置するか検討 

物品搬送 × ○ 物品専用エレベーターの設置検討 

給食搬送 × ○ 給食専用エレベーターの設置検討 

業者 ○ × 納品以外に使用 

 納品 × ○ 薬剤・診療材料等の納品時に使用 
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 委託化計画の基本方針 ８.

（１） 基本方針 

 病院外部から専門的な知識・技術を導入することで、高度化・多様化している患者のニーズに応えるとともに、

職員が本来業務に専念できる環境をつくり、業務効率の向上を図る。 

 業務委託により、人件費の削減や労務管理の軽減、機器設備等の抑制を含む経費を削減することで、経

営の健全化を図る。 

 受託業者による業務の質が病院の要求を満たしているかを定期的にモニタリングし、質の維持と向上を図る。 

 受託業者の職員に対し、病院の理念・基本方針の周知や接遇など病院勤務者としての共通ルールの教育

を行う。 

 委託企業の選定にあたっては、県立病院として公平性・透明性を確保したうえで、 

①金額以外の定性的要素も考慮した総合評価方式による選定 

②中長期的な企業育成を視野に入れた複数年契約の提示 

③関連性が高い複数の業務の一括発注 

などによる委託方式を検討することで、質の向上と適正価格の実現を目指す。 

 

（２） 業務委託の検討範囲 

委託可能な項目は以下とし、詳細については今後継続検討とする。 

業務名 業務の概要 
現病院の 
委託状況 

検体検査 
人体から排出または採取された検体について、検体検査等を外部検査
センターにて行う業務 

○ 
(一部外注) 

滅菌・消毒 
使用された医療用器械・器具等を医療機関内または外部滅菌センタ
ーにおいて滅菌する業務 

○ 

患者給食 
入院している患者・妊婦等に対して、食事の提供(調理含む)・盛付け・
配膳・食器洗浄等を行う業務 

△ 
(一部) 

院内医療機器 
保守点検・修理 

医療機器（画像診断システム、生体現象計測・監視システム、医療
用・施設用機器、理学療法機器等）の動作確認・校正・清掃・消耗
品の交換・修正を行う業務 

△ 
(一部) 

医療用ガス供給設備
保守点検 

配管端末器(アウトレット)・ホースアセンブリ・警報の表示板・送気配
管・供給源設備等の医療用ガス供給設備の点検、補修等の工事を除
く予備附属品の補充等を行う業務 

○ 

寝具類洗濯・賃貸 
寝具類(ふとん・毛布・シーツ・枕・病衣等)の洗濯・乾燥・消毒を行う業
務 
寝具類・ユニフォーム・おむつのリネンサプライを行う業務 

△ 
(一部) 

院内清掃 施設全般における清掃を行う業務 ○ 

医療廃棄物処理 
分別されている感染性廃棄物等の廃棄物の回収・運搬・中間処理・
最終処理を行う業務 

○ 

医療事務 
外来受付・診療報酬請求・医事会計等を行う業務及びこれらの業務
に係る要員の養成・研修を行う業務 

○ 

医療情報管理システム
保守・運用 

情報システム(電子カルテシステム・各診療支援部門システム・医事会
計システム等)の運用・メンテナンスを行う業務 

○ 

院内物品管理 
物品(医薬品・診療材料・医療消耗器具備品・一般消耗品等)の発
注・在庫管理・各部署への搬送等を行う業務 

○ 

施設保守 
電気設備・空調設備・給排水設備・防災設備・昇降機設備等の運転
操作・日常点検・整備等の保守を行う業務 

△ 
(一部) 
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業務名 業務の概要 
現病院の 
委託状況 

施設警備 
駐車場管理を含む病院の出入者の確認や巡回警備等を行い、事故
の発生を警戒・防止する業務 

○ 

看護補助業務 
入院患者及び外来患者の搬送補助・食事介助・シーツ交換等の看護
師の補助を行う業務 

○ 

除雪作業 冬期間の敷地内の除雪を行う業務 ○ 
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 医療機器整備の基本方針 ９.

（１） 基本方針 

 最上地域唯一の基幹病院として、急性期医療を担うために必要な医療機器を整備する。 

 医療資源の有効活用により地域全体の医療水準の向上を図るため、地域内の医療機能における医療機器

の整備状況を十分考慮する。 

 医療機器の導入にあたっては、性能や機能、初期費用だけでなく、運用・保守費用も考慮する等、将来性と

費用対効果を考慮し、持続的な健全経営の実現に配慮する。 

 

（２） 主な医療機器 

 医療機能の維持・強化を図るため、現病院で導入している医療機器は原則として新病院でも導入する。 

 現在使用している機器のうち、新病院整備後においても継続使用可能な機器は移設を基本とする。 

 今後、具体的な仕様・台数・調達時期、現病院からの移設可否等を検討する。 

 

【現病院で導入している主な医療機器】 

分類 医療機器名称 

画像診断機器 

一般撮影装置 

骨密度測定装置 

CT 

MRI 

乳房 X 線撮影装置 

全身用血管撮影装置 

ガンマカメラシステム 

X 線透視撮影装置 

放射線治療機器 
リニアック 

放射線治療計画装置 

手術関連機器 

手術用顕微鏡 

眼科手術用顕微鏡 

超音波白内障手術装置 

ホルミウム・ヤグレーザー 

洗浄・滅菌装置 
高圧蒸気滅菌装置 

超音波洗浄装置 

検査機器 

生化学自動分析装置 

多項目自動血球分析装置 

自動採血管準備システム 

出典：H29 年度 固定資産台帳(1,000 万円以上) 
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 医療情報システム整備の基本方針 １０.

（１） 基本方針 

 県立 3 病院（中央病院・新庄病院・河北病院）における将来の医療情報システムの共通化に向け、「山

形県立病院医療情報化基本計画」や新病院整備スケジュール等を総合的に勘案し、導入方法も含めた検

討を行う。 

 24時間365日の稼働を前提とし、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に準拠したシステム

を導入する。 

 患者情報を医療従事者の間で共有し、共通認識のもとでチーム医療を推進し、医療の質の向上を図る。 

 DPC や減価管理等の経営データの有効活用といった、データの二次利用化に資するものとする。 

 情報の漏えいや破壊が生じないよう、強固なセキュリティを確保しつつ、外部メディアの利用を抑制するなど、

個人情報保護に必要な対策を講じる。 

 システムの故障や停電等の障害発生時や、自然災害等による機器類が破損した場合においても、診療業

務の継続に支障を及ぼす範囲が最小限となるよう対策を講じる。 

 

（２） 医療情報システムの導入範囲 

医療情報システムの導入範囲については、現状の導入状況や新病院整備スケジュール等を総合的に勘案し、

新病院の経営負担とならないよう検討を行う。 

分類 システム名称 現状の導入状況 

基幹システム 

電子カルテ・オーダリングシステム ○ 

医事会計システム ○ 

看護支援システム ○ 

主な部門システム 

DWH システム ○ 

放射線情報システム（RIS） ○ 

放射線治療情報システム（治療 RIS） ○ 

画像保管通信システム（PACS） ○ 

統合検査情報管理システム ○ 

画像レポートシステム ○ 

3D 画像作成・管理システム ○ 

検像システム ○ 

内視鏡検査システム ○ 

給食管理システム ○ 

検体検査システム ○ 

細菌検査システム ○ 

病理検査システム ○ 

輸血管理システム ○ 

検査 Web システム ○ 

生理検査システム ○ 

透析管理システム ○ 

病歴管理システム ○ 

カルテ管理システム ○ 

地域連携システム ○ 

調剤支援システム ○ 

服薬指導システム ○ 

看護勤務管理システム ○ 
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分類 システム名称 現状の導入状況 

主な部門システム 

診断書作成システム ○ 

リハビリ管理システム ○ 

医療安全管理システム ○ 

感染制御支援システム ○ 

周産期電子カルテシステム ○ 

自科検査ファイリングシステム ○ 

薬剤在庫管理システム ○ 

循環器動画ネットワークシステム ○ 

手術部門システム ☓ 

生体情報管理システム ☓ 

重症病棟支援システム ☓ 

ME 機器総合情報管理システム ☓ 

未収金予防システム ☓ 

物品管理システム ☓ 

 



 

 

 

 

 

 

 

第２章 部門計画  
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 部門計画 第２章
01_外来部門 

 基本方針 １.

 安全で満足度の高い療養生活が送れるように患者参加型の看護を目指す。 

 病院経営を理解し、ＩＴ・地域連携の推進、病床運用の効率化に努める。 

 チーム医療を推進し、専門能力の向上に努める。 

 機能的に関連する診療科を集約配置し、専門性・効率性を高める 

 地域の医療機関等との連携を強化し、最上地域全体の医療水準の向上に貢献する。 

 プライバシーや患者利便設備に配慮し、安心・快適に受診できる環境を整備する。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

  

外来部門

問診・バイタルサイン

受付・会計業務

外来診療業務

外来診察

治療・処置

各種検査等依頼

化学療法

投薬

院内他科紹介

各種相談業務

総合案内業務

ブロック受付業務

会計業務

診療予約業務

受付業務

総合患者支援センター
（仮称）

入退院受付業務

地域連携業務
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（２） 診療機能・規模 

① 診療科 

ア 現病院の診療科（18 科） 

内科／神経内科／消化器内科／循環器内科／呼吸器内科（予定）／小児科／外科／乳腺外科

／整形外科／形成外科／脳神経外科／皮膚科／泌尿器科／産婦人科／眼科／耳鼻咽喉科／放射

線科／麻酔科 

イ 新病院で新設する診療科（案）（9 科） 

新病院は下記の診療科を加えた 27 診療科を標榜する。 

緩和ケア内科／腫瘍内科／血液内科／精神科・心療内科／歯科／救急科／リハビリテーション科／腎

臓・内分泌内科／総合診療科（院内標榜） 

② 想定患者数 

 新病院の外来患者数は、1 日平均 800 人程度を想定する。 

③ 必要診察室数 

 想定外来患者数や現状ブース数、増設する診療科を考慮し、感染診察室を含む 40 室程度とする。 

 

（３） 他部門との連携 

① 病棟 

ア 入院予約 

 患者の入院予約が必要な際は、入院予約をオーダする。 

 外来看護師は、入退院支援センターへ患者を案内し、医事経営相談課職員が各種説明を行う。入退

院支援センター専任職員は、事前のアナムネ（病歴等の患者情報）取得を行う。 

イ 緊急入院 

 緊急入院が必要な場合は、病棟看護師へ連絡し、受入準備を依頼する。 

 患者または家族を入退院支援センターへ案内し、医事経営相談課職員が各種説明を行う（土･日･祝

日・夜間を除く）。 

② 救急部門 

 時間内に自力来院した救急患者のうち診療科が特定できない患者は、総合診療科にて対応する。 

③ 手術部門 

 局所麻酔による手術は手術部門で行う。術後患者の回復が必要な場合は、中央処置室において対応す

る。 

④ 地域連携室 

 地域の医療機関から紹介患者を積極的に受入れるとともに、患者の逆紹介を積極的に行う。 

 紹介の連絡があった場合、地域連携室では新患登録を行う。 

⑤ 物品管理部門 

 原則として、日常診療で使用する物品・医薬品等は定数配置とし、定期的に中央倉庫・薬剤部門等より

補充を行う。 
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 諸室計画 ３.

 配置条件 

 外来部門は低層階に配置し、必要に応じて昇降設備を設置する。昇降設備は、患者の安全性に配慮しエ

レベーターを基本とし、エスカレーターは設置しない。 

 総合案内や総合受付などの各受付は、患者が来院してから帰宅するまでの動線を十分に考慮した配置とす

る。 

 関連する各室・各部門（診察室・中央処置室・放射線部門等）との往来において、可能な限り患者の移

動負担を軽減する動線にするとともに、空間認識が容易な平面構成とする。 

 患者の動線と職員動線を可能な限り分離する。 

 患者動線や関連する各室（診察室・中央処置室・採血室等）はストレッチャー及び車椅子・ベビーカーによ

る移動も余裕をもてる間口とスペースを確保するとともに、患者のプライバシーが保護できる構造とする。 

 外来診察エリアは複数診療科で構成するブロック形式を採用する。ブロック内の診療科構成や配置について

は、各診療科の特性を踏まえ、今後継続検討とする。 

① 総合案内・受付・会計エリア 

ア 総合案内 

 患者や見舞客が、来院時に一目で分かるように正面玄関付近に設置するとともに、総合受付からも近い

位置になるような配置とする。 

 オープンカウンターとし、緊急時に職員が脱出可能な構造とする。 

イ 総合受付（新患受付） 

 受付カウンターを設置し、地域連携室と隣接させる。 

 患者来院時間の集中度に応じて受付スタッフの数を増減できる計画とする。また、合理的な人員配置が

可能となるよう配慮する。 

ウ 再来受付 

 再来受付機による受付を基本とし、時間外受診等の再来受付機での受付処理が行えない場合に対応

する窓口として設置する。 

 患者来院時間の集中度に応じて受付スタッフの数を増減できる計画とする。また、合理的な人員配置が

可能となるよう配慮する。 

 再受付機の設置場所は、午前中ピーク時間帯に患者が並んだ場合にも他の患者の動線の妨げとならな

いよう考慮する。また、車椅子・シルバーカー・ベビーカー等を利用する患者に対応可能なスペースを確保

する。 

エ 紹介受付 

 紹介あり患者の診療当日の受付窓口とする。 

 地域連携室と隣接させ、地域連携部門職員の動線に配慮する。 

オ 総合患者支援センター（仮称） 

 総合受付に隣接した専用窓口とする。 

 受付カウンターや待合スペースの他、プライバシーが確保できるブースを設置する。 

カ 会計受付 

 計算場所は中央化を図る。 

 自動精算機は会計受付に隣接して配置する。 
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キ 総合待合・風除室 

 最上地域唯一の災害拠点病院として、災害発生時にトリアージや避難者受入スペースとして活用できる

よう、余裕を持ったスペースの確保・医療ガス設備・非常用電源設備を整備する。トリアージスペースとして

は、トリアージ区分緑の患者を収容可能な（重症患者を院内奥で対応可能とするため）規模を想定す

る。 

●冬期の積雪・降雪を考慮し、出入りの際に雪が吹き込まないよう計画する。また、雪や雨で濡れた服装・

靴で来院する患者の足元が滑らないよう、施設面でも可能な限り配慮する。ただし、吸水性のあるカーペ

ット素材等の床材は、頻繁な清掃が難しく汚れが目立つことや感染の観点から代替案を検討する。 

② 外来診療エリア 

ア ブロック受付 

 受付カウンターを設置し、診察前待合に近接させ、患者の様子が見渡せる配置とする。 

 受付カウンター脇の一画に追加問診が可能なコーナーを設ける。プライバシーに配慮し、ブース形式とす

る。 

 受付カウンター脇の一画に計測コーナーを設ける。 

イ 診察前待合 

 診察室の内部が見えないようにする等、患者のプライバシーに配慮したつくりとする。 

 職員の診察ブースへの移動のために職員動線を設けるなど、職員の移動のしやすさに配慮するとともに、

急患対応や休憩等で診察ブースを離れる場合に患者の目の前を通らずに移動可能な動線とする。 

 診察室前にモニタを設置し、診察順番や各種お知らせを表示する。 

ウ 診察室 

 フリーアドレス方式を採用し、合理的な外来ブースの配置とする。一方で、応援医師の増加や災害時の

利用を想定し、予備の診察室を確保し、救命救急センターに隣接配置する。 

 外来診察中の患者プライバシーが確保できる構造とする。 

 患者の呼込みは、診察室前の順番表示システムとマイク設備を併用し、高齢患者等の番号呼出が難し

い場合にも、状況に合わせた呼込みが行えるようにする。 

 診察室の出入り口は、患者と付添い家族または介助する職員が並列で入退室可能な間口の広さを確

保する。 

 小児科は、防音に留意した配置や作りとし、小児科単独のブロック構成とする。なお、小児科ブロックは自

動ドア等により隔離可能な構造が望ましいが、具体的な内容は設計時に詳細検討とする。 

 救命救急センター及び内科外来に隣接した感染診察室を設置する。感染診察室は一般の外来との待

合や動線に配慮し、外部から直接入室可能とする。また、感染病床への動線を考慮する。 

エ 中央処置室 

 中央処置室には、外来手術や検査等の回復室を兼ねることを考慮し、処置・点滴用ベッドが最大 15 台

程度設置可能なスペースを確保する。また、車椅子移動や患者家族の付添いを考慮し、ベッド間の十分

なスペース確保に配慮する。 

 効率的な人員配置での管理を可能とするため、看護師が患者の様子を見渡せる構造とする。 

 中央処置室と検査室は、患者動線と効率的な人員配置を考慮し、可能な限り近接させる。 

オ 外来化学療法室 

 外来化学療法室は、患者動線や業務の効率化を考慮し、外来エリア及び抗がん剤調整室と近接させる
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とともに、患者プライバシーが確保できるよう正面玄関から化学療法室までの動線に配慮する。 

 外来化学療法は治療に長い時間を要し、また副作用等で具合の悪くなる患者もいることから、カーテンを

設置する等、患者が快適に過ごせるための工夫をする。 

③ トイレ 

 患者の利用しやすさを考慮した上で配置場所・配置数を計画する。入口に扉を設けないことを基本とし、空

調により臭い等の問題を軽減する。 

 トイレ内に緊急呼出システムを整備する。また、車椅子の患者が使用できるトイレ及び乳児連れで使用でき

るトイレを設置する。 

 外来エリアにおむつ交換室を設置する。おむつ交換室は授乳室としての兼用も想定し、複数人で利用できる

広さと設備を整備する。 

④ 投薬業務エリア 

ア 外来薬渡しコーナー 

 院外処方を基本とし、薬渡しコーナーは最小限のスペースを設ける。外来患者の服薬指導を行うことも考

慮する（投薬業務エリアの詳細については、薬剤部門を参照）。 

 高齢者が多い当院の患者層を考慮し、ハイカウンターとローカウンターの両方を設ける。 

イ 院外 FAX コーナー 

 院外処方箋を院外調剤薬局へ FAX 送信したい患者が利用できるコーナーを設置する。 

 FAX コーナーは、案内担当職員（1 名）を配置可能なスペースを確保する。 

⑤ スタッフエリア 

ア 更衣室 

 栄養部門・手術部門など専用更衣室が必要な部署を除き、更衣室の集約配置を図る（更衣室・ロッカ

ー等の詳細については、管理部門を参照）。 

イ 休憩室等 

 外来看護師等が利用できる休憩室（スタッフルーム）を設ける（詳細については、管理部門を参照）。 

 外来診療中に中央休憩室まで移動する時間が確保できない場合に、診察室裏のスタッフ通路で診療の

邪魔にならず、職員が座って短時間休憩が可能なスペース・構造を考慮する。 
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02_入院部門 

 基本方針 １.

 安全で満足度の高い療養生活が送れるように患者参加型の診療および看護を目指す。 

 多種の疾患構成からなる感染症および一般疾患診療において、適切に、かつ効率よく診療し、特に感染症に

おいては感染制御・予防も目的とする。 

 院内感染の防止、患者アメニティの充実、プライバシーへの配慮により、安心安全で快適な療養環境を整備す

る。 

 診療各科・部門間での連携強化、チーム医療の推進により、専門能力の向上に努め、急性期医療を中心と

した質の高い医療を提供する。 

 病院経営を理解し、IT・地域連携の推進、病床運用の効率化に努める。 

 地域医療機関との連携強化、クリニカルパスの適用拡大等により、退院支援体制の充実、病床運営の効率

化を目指す。 

 地域唯一の分娩施設として、安心安全で妊産婦・家族が満足できる、「妊娠・出産・育児のスタート」の環境

を提供する。 

 災害等の突発事項が発生した場合の患者受け入れ体制を構築する。 

 地域との協働で切れ目のない支援体制を構築する。 

 

 運用計画 ２.

（１） 前提条件 

① 病床機能 

病床種別 病床数 

一般病床   321 床 

〈内訳〉 

地域救命救急センター 10 床 

地域包括ケア病床 50 床 

その他一般病床 261 床 

感染症病床   4 床 

合計   325 床 

 

② 病棟・病室構成 

ア 病棟構成 

病棟 病床数 入院基本料 看護配置 病棟数 

一般病棟 265 床 
一般病棟入院基本料 

10：1 6 
小児入院医療管理料 4 

救命救急センター専用病床 10 床    

 救命救急センターICU 6 床 
救命救急入院料 3 4：1 1 

救命救急センター一般病床 4 床 

地域包括ケア病棟 50 床 地域包括ケア病棟入院料 1 10：1 1 

合計 325 床 - - 8 
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 一般病棟は、45 床を 1 看護単位の基本とする。 

 一般患者との動線に配慮した感染防止策のもと、感染症病床（4床）、クリーンルーム（1 床）を配置

し、一般病棟と一体的に運用する。 

 救命救急センター専用病床として、救命救急センターICU（6 床）、救命救急センター一般病床（4

床）を整備する。施設基準取得を考慮して整備し、厚い看護体制で運営する。 

 地域包括ケア病棟内に緩和ケア病床（4 床）を整備し、悪性腫瘍患者を対象に高度で専門的な診

療および看護を提供する。病棟は、将来の患者数の変化、診療科構成の変化、療養環境の変化に柔

軟に対応できる計画とする。 

イ 診療科別病床数 

 内科系病棟・外科系病棟を基本とし、診療科別病床数については、現在の診療科別患者構成割合と

病棟看護単位等を考慮のうえ、継続検討とする。 

ウ 病室構成 

 病室は 4 床室と 1 床室を基本とする。 

 各病室は個室・多床室にかかわらず、患者プライバシーに配慮し、療養環境の向上に留意するとともに、

十分な医療行為と看護が行えるスペースを確保する。 

●必要設備として、洗面台、トイレを各病室に設け、ロッカー・床頭台・テレビ台、医療ガス設備を各ベッドま

わりに設置する。また、感染症対策として、各病室の入口付近に消毒液を設置し、マスク・手袋等の防護

具を設置できるスペースを確保する。 

 車椅子やベッド搬送等を考慮し、廊下や病室入口等は十分なスペースを確保する。 

 特別の療養環境の提供に係る病室は、全病床数の 15％程度とする。 

 常時監視を必要とし、適切な診療を必要とする患者を収容するための観察病床（4床室1室）をスタッ

フステーション付近に設置する。観察病床は、医療機器が設置できる十分なスペースを確保する。 

 重症個室（重症者等療養環境特別加算を算定する個室4床程度）をスタッフステーション付近に設置

する。 

 人間ドック室として、個室を 2 室整備する。 

 一般の入院患者と健診利用者の動線はなるべく区別するよう、配慮する。 

エ 病床稼働率 

 地域包括ケア病床の病床稼働率は 90％以上を目標とする。 

 その他一般病床の病床稼働率は 85％以上を目標とする。 

③ 患者区分、来院形態 

区分 患者種別（来院形態） 入院形態 入室先 入院依頼 

時間内 
外来患者 

予定入院 一般病棟、救急病棟、 

地域包括ケア病棟 
各診療科 

即日入院 

救急患者 

（救急車搬送） 
緊急入院 

一般病棟、救急病棟、 

地域包括ケア病棟 
救急部門、各診療科 

転院患者（紹介） 予定入院 
一般病棟、 

地域包括ケア病棟 
各診療科 

時間外 
救急患者 

（帰宅する患者を除く） 
緊急入院 

救急病棟、 

一般病棟、 

地域包括ケア病棟 

救急部門 

（各科当番医） 
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（２） 業務範囲 

 

 

 

（３） 他部門との連携 

① 外来部門 

 他科での診療が必要な場合、医師は医療情報システムにより外来診療予約を行う。 

 外来部門と病棟部門の連携を密にし、業務応援と安定した患者サービス、一貫した継続的な診療が可能

な体制を確保する。 

② 救急部門 

 救急外来で受け入れた患者は、重症度に応じて救急病棟または一般病棟において対応する。 

 救急患者受け入れのため、一般病棟に空床を確保することを検討する。 

③ 手術部門 

 手術室への患者の入室は、患者誤認を防ぐため、患者自身の歩行入室（独歩）を基本とする。独歩が

困難な患者については、車椅子・ストレッチャー等で搬送する。 

④ 放射線部門 

 ポータブル撮影の依頼については、医師・放射線部門で調整し、検査・撮影を行う。 

⑤ 検査部門 

 検体検査や病理検査については、検査部門で検査を行うことを基本とする。 

 出張検査の依頼については、医師・検査部門で調整し、検査を行う。 

  

入院部門

診療計画等作成業務病棟診療業務

紹介業務

診察・処置

調乳

入院生活支援業務 入浴・シャワー

ﾍﾞｯﾄﾞ清拭及びﾍﾞｯﾄﾞﾒｲｸ

見舞い客への対応

退院支援業務

病床管理

他科外来受診

患者受入・ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ

分娩
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【病棟に配置する検査機器】 

検査機器 配置場所・実施場所 

超音波検査装置 各フロア 

ポータブル X 線装置 各フロア 

血液ガス分析装置 ICU 

分娩監視装置 産婦人科病棟 

⑥ 薬剤部門 

 服薬指導業務、医薬品管理業務等、薬剤師が病棟で活動するためのスペースを病棟に確保することを検

討する。 

⑦ 人工透析部門 

 入院患者への透析は、基本的に透析室で実施する。 

 重症感染症患者や循環動態が安定していない患者等、透析室への移動が不可能な入院患者については、

人工透析部門スタッフが病棟へ出向き、病棟スタッフと連携しながら対応する。 

⑧ 栄養部門 

 食事の搬送は、栄養部門と各病棟を結ぶ専用エレベータを設置し、衛生的で効率のよいエレベータ動線を

計画する。 

 病棟には温冷配膳車・下膳車待機のためのスペースを確保する。 

 給湯・給茶設備、シンク、電子レンジ等を備えたパントリーを設置する。 

 病棟内での栄養指導等、管理栄養士が病棟で活動するためのスペースを病棟に確保することを検討する。 

⑨ 地域医療連携部門 

 紹介元医療機関へ戻る患者や他医療機関への逆紹介患者、その他の退院患者について、早期より外来

部門や地域医療連携部門と連携を図り、円滑で充実した退院支援・在宅復帰支援を行う。 

⑩ 物品管理部門 

 原則として、通常使用される物品・医薬品等は定数管理を行い、定期的または都度に中央倉庫・薬剤部

等から補充を行う。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

① 救急病棟 

 ICU は、手術室と清潔ゾーンで隣接・直結した場所に配置する。 

 ICU と透析室は近接させ、機器の配置に配慮する。 

 ICU と救急外来は動線が短くなるよう配置に配慮する。 

② 病棟スタッフステーション 

 患者管理するうえで拠点となるため、病棟内の患者の気配を感じられるとともに、来訪者等の出入を管理で

きるようにする。 

③ 産科病棟 

 産科病室と婦人科病室は、同一病棟内でエリアを分離できるよう、配置する。 

 産科病床は個室整備を基本とする。 

 産婦人科病棟の配置は、産婦人科外来と近隣の場所にあることが望ましい。 

 産婦人科病棟と小児科病棟間の感染対策に十分配慮する。 
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 緊急帝王切開を行うことを考慮し、手術部門及び救急部門と連携できる配置とする。 

 新生児室は、患者家族の面会等を考慮し、産科病棟スタッフステーション付近に設置する。 

④ 感染症病床 

 第二種感染症指定医療機関として、感染症患者への対応に必要な設備を整備する。 

 感染症病床は、一般病棟内に配置するが、感染防止のため、一般患者との明確にエリアを区分し、空調

設備等を分離して整備する。 

 感染症（疑いを含む）患者の治療に対応するため、感染症病床 4 室（個室）を設置する。感染症病床

には前室を整備し、うち 2 室はポータブル透析が可能な設備とする。 

⑤ クリーンルーム 

 易感染者の治療に対応するため、クリーンルーム 1 室（個室）を設置する。 

 設置場所は、血液内科担当病棟と同一のフロアとする。 

 クリーンルームは前室を設け、常に陽圧を維持する（NASA10,000 クラス）。 

 部屋に前室を設置し、職員の更衣、手洗いを行う。 
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03_救急・災害部門 

 基本方針 １.

 最上地域唯一の基幹病院として救急医療を担い、地域住民が安全・安心して暮らすことのできる地域を医療

面で支える。 

 地域救命救急センターとして救急患者に迅速に対応できるよう、救急診療体制を強化し、各部門の医療職

が共同して高度かつ質の高い医療を提供する。 

 新庄市夜間休日診療所が担っている診療機能を移転し、一次救急医療及び二次救急医療の効果的かつ

効率的な運用を図る。 

 最上地域唯一の災害拠点病院として、大規模災害の発生後に、地域住民の「防ぎ得た災害死」を最小限に

抑え、医療サービスを継続して提供する。 

 職員のモチベーションを高められるよう、勤務環境を改善する。 

 チーム医療で重症患者に対応し、医療の質的向上を図るため、重症患者の治療を単独の診療科だけに委ね

るのではなく、救急科が集中治療のリーダーシップをとり、集中管理治療をサポートする。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 最上地域における救急医療の中核病院として、24 時間 365 日の救急医療を提供する。 

 心臓血管外科・小児外科・ハイリスク分娩領域の救急については、必要に応じて三次医療機関へのヘリコプ

ター搬送など適切な手段を取る。 

 

  

救急部門

初療

受付・トリアージ

救急診療業務

観察

重症患者の他院への搬送

連絡受付

災害発生時の対応

トリアージ

講習・研修
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（２） 診療機能・規模 

① 想定患者数 

 新病院の救急搬送患者数は、1 日平均５～６人を想定する。 

② 病床規模 

 救命救急センター内に、専用病床 10 床を整備する。 

病床内訳 病床数 看護配置 入院基本料 

救急病床（ICU:集中治療室） 6 床（うち個室 2 床） 
4：1 救命救急入院料３ 

救急病床（一般） 4 床 

 

（３） 他部門との連携 

① 他部門への各種緊急依頼 

 緊急に他部門への依頼が必要な場合、当該部門に電話連絡を行った後、医療情報システムを活用する。 

② 病棟 

 救命救急センター病床で受け入れた患者は、重症度に応じて一般病棟に転棟する。 

③ 放射線部門 

 救命救急センターと放射線部門を隣接させることにより、機器と人員配置の効率化を図るとともに、重症患

者の移動が最短距離で行えるようにする。 

④ 検査部門 

 緊急検査は、基本的には検査部門の機器を兼用するものとし、輸血関連検査等も検体検査部門で対応

する。 

 ポータブル型血液ガス分析については、検査機器を救急部門に設置し、対応する。 

⑤ 手術部門 

 緊急手術が必要な場合は、手術部門の手術室を利用する。ただし、手術室で行う必要性が比較的低い

処置は救急部門内の初療室にて実施する。 

⑥ 薬剤部門 

 院外薬局の営業時間内については、原則として院外処方箋を発行する。 

 院外薬局の営業時間外については、薬剤師が対応し、薬渡しは外来薬渡しコーナーで行う。 

 救急部門内に、薬剤の定数配置及び救急カートを配置する。 

⑦ 内視鏡部門 

 救急外来と内視鏡部門を近接させることにより、機器と人員配置の効率化を図る。 

 緊急内視鏡検査は、原則として内視鏡部門の検査室へ患者を搬送し、実施する。 

⑧ 物品管理部門 

 原則として、通常使用される物品・医薬品等は定数配置を行い、定期的または都度に中央倉庫・薬剤部

門等より補充を行う。 
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 諸室計画 ３.

 配置条件 

 救急部門は、急患等に迅速に対応できるよう、昼夜間を問わず救急車・ドクターヘリからの搬送がスムーズに

行うことのできる位置に配置する。 

 正面玄関とは別に救命救急センター専用出入口を設置する。なお、救急車用とウォークイン用の出入口は区

別して整備する。また、救急車の病院敷地内への搬入入口も専用で設ける等、他の一般車両とは可能な

限り区分する。 

 検査等を迅速に実施できるよう、放射線部門・内視鏡部門との近接を最優先とし、動線に留意する。特に、

放射線部門（CT 室）に直結させる等、画像診断や血管造影との動線に配慮する。また、薬剤部門・臨床

検査部門も縦動線で隣接させる等、迅速な検査実施に配慮した配置とする。 

 入院加療や手術への移行に配慮し、救急部門と病棟間・手術部門間への専用エレベーターの配置等により、

患者搬送動線の効率化を図る。 

 救命救急センターから霊安室への動線が、外来患者の動線と交差することのないよう配慮する。 

 ヘリポートについては、救命救急センターとの動線に配慮する。 

① エントランスエリア 

 複数台の救急車両が待機できる駐車スペースを確保する。 

 救命救急センター専用出入口には風除室を設置し、救急患者や救急隊員が雪や雨にさらされることのない

よう配慮する。特に冬期は外気温と室内の温度差が大きくなることから、空調設備も整備する。 

 救急車用出入口には、除染のための洗浄スペースを風除室に確保し、冷温水シャワー及び強換気設備を

設置する。 

② 救急診察室 

 救命救急センター専用の診察室を３室設ける。 

 災害時の利用を想定し、外来部門と共有の予備診察室を確保し、救命救急センターに隣接配置する。 

 遮音性に十分配慮した造りとする。 

 耳鼻咽喉科や眼科、産婦人科等の特殊な診療ユニットを必要とする診療科については、必要に応じて各

科外来診察室で対応する。また、各診療科医師による専門的な診療・処置が必要な場合は、各科外来

から救命救急センターへ応援を要請する。 

 感染患者対応の空調設備を整備し、診察室単独での強制換気を可能とする。 

③ 救急初療室 

 処置ベッドを 3 台程度設置可能なスペースを確保する。 

④ 災害対策本部・DMAT 本部（大会議室） 

 管理エリアに整備を想定する大会議室を利用し、災害対策本部または DMAT 本部を設置する。 

 通信設備（衛星電話・有線電話等）を持ち込んで利用可能なこと。 

 院内全体放送設備を備えた諸室と近接配置すること。 

 派遣される DMAT が利用可能な南向き（衛星電話用）の諸室を設けること。 

⑤ 災害用物品庫 

 院内低層階に、災害対応用資機材（各エリア・DMAT・日赤）が保管できるスペースを確保すること。 
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04_手術・中央材料部門 

 基本方針 １.

 各科医師・麻酔科医師・看護師などが共同してチーム医療を推進するとともに、安全で質の高い周術期医療

を提供する。 

 計画的なスケジュール管理と適正な人員・器械などの配置により、効率的な運営と手術のスムーズな受け入れ

を図る。 

 手術や診療、治療で使用する器材の洗浄・滅菌をスピーディーかつ確実に行ない、安全な滅菌器材を提供し、

病院の診療をサポートする。 

 滅菌物の保管と管理を適切に行う。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

  

手術・中央材料部門

予定手術

手術管理業務

手術業務

緊急手術

日帰り(外来)手術

麻酔実施

術中管理

物品管理業務

適応検討

スケジュール管理

周術期管理業務

術前・術後訪問

患者説明

診材・医薬品等管理業務

手術機器管理業務

医療機器管理業務

患者搬送

術後管理

洗浄・滅菌・供給業務 仕分・洗浄業務

再生滅菌業務

払出業務

在庫管理業務
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（２） 診療機能・規模 

① 手術室数・機能 

 新病院では、手術室を計 6 室整備する。 

 6 室は同規模での整備を基本とするが、術式によって最適なクリーン度の手術室が選択できるよう、クラス

1,000 の手術室を 2 室以上整備する。 

 手術部門の面積の確保が難しい場合、1 室を外来手術用の小規模手術室として整備することも検討す

る。 

 新病院では救命センターを設置することから、1 室は緊急時に利用可能な陰圧切替え可能とする。 

手術室 室数 備考 

中央手術室 ６ 

・うち 1 室は陰圧切替え対応 

・49 ㎡（7m×7m 程度）以上確保すること（収納スペース除く）※ 

 ※6 室分の面積確保が難しい場合、うち 1 室を外来手術室（49 ㎡未満）としての整備

を検討する。手術部門の入り口に近い位置に配置し、外来手術患者が手術室の奥ま

で立ち入らなくても良いように配慮する 

② 想定手術件数 

 新病院の手術件数は、2,600 件程度を想定する。 

③ 診療科別の主要医療機器・設備 

診療科 主要な使用手術機器・設備 

外科 外科用 X 線透視装置、鏡視下手術システム、超音波双方向血流計 等 

脳外科 開頭術用ドリルシステム 等 

整形外科 骨手術用ドライバー、関節鏡下手術セット 等 

眼科 超音波白内障手術装置 等 

泌尿器科 硬性尿管鏡 等 

 

（３） 他部門との連携 

① 検査部門 

ア 術中検査 

 検体検査は検査部門にて実施する。手術室と検査部門との近接に留意する。 

 検体は人手にて検査室に搬送する。臨床検査技師は、オーダに基づき検査を行い、医療情報システム

経由で結果を迅速に報告する。 

イ 輸血 

 オーダに基づき、臨床検査技師は手術室に輸血用血液等の血液製剤の払出を行う。看護師は血液製

剤を受け取り、手術部門へ搬送する。 

 手術中に緊急で輸血が必要になった場合、輸血用血液製剤の管理者である検査部門（輸血管理）

に連絡する。時間内の緊急オーダの場合、輸血用血液製剤は臨床検査技師が手術部門へ払出を行

う。 

 手術部門への輸血用血液製剤の搬送は人手搬送とし、払出の際は必ず臨床検査技師と看護師による

ダブルチェックを行う。 

② 放射線部門 

ア 術中透視・術中撮影 

 画像診断（術中透視・術中撮影）オーダに基づき、診療放射線技師はポータブル X 線撮影装置を用

いて、術中透視・術中撮影を行う。手術室設置の外科用 X 線透視装置については、各科医師が操作
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する。 

 撮影した画像は、迅速に PACS に取込み、直ちに各手術室で閲覧可能とする。 

③ 薬剤部門 

 手術中に緊急に薬剤が必要になった場合、定数配置薬を使用する。使用した薬剤の補充は、使用実績に

基づき、管理者である薬剤部門が供給する。 

 麻薬については、手術部が薬剤部門に請求し、薬剤師が搬送する。 

④ 外来部門 

 日帰り手術については、外来処置室または手術部門で実施し、術後の回復は中央処置室において対応す

る。手術申込み等は通常の手術と同様の運用とする。 

⑤ 救急部門 

 救急搬送患者で手術が必要になった場合、救急部門医師から手術部門・麻酔科医が電話連絡を受け、

手術受入の準備を行う。 

 救急部門看護師と手術部門看護師間で申送りを行う。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 手術室は、患者動線・業務効率・プライバシー等を考慮し、病棟及び救急部門から手術部門への患者搬送

が円滑に行える低層階に配置し、救命センターと同フロアとする。 

 手術部門の入り口に近接した患者搬送用エレベーター（職員用エレベーター）を設置する。 

 緊急検査に迅速に対応するため、検査部門・放射線部門との位置に留意する。 

 清潔区域・準清潔区域・一般区域・拡散防止区域等の明確なゾーニングを行い、人や物の流れ・空気洗浄

度等をコントロールする。 

 中央材料室・滅菌室は手術部門と隣接配置とする。 

 手術部門内は独立空調とし、手術室を中心とする各諸室の空調設備は、清浄度クラスが確保されるように

機械及びフィルターの選定を行う。また、温度調節は手術室ごとに手術室内から行えるようにする。 

 手術部門の入退室におけるセキュリティの強化を図る。 

① 手術室の配置プラン 

 新病院の手術室配置プランは中央ホール型を基本とし、患者・職員・物品の出入りの安全性や患者プライ

バシーの確保、全体施設面積等と併せて継続検討とする。 

 外来手術室は手術部門の入り口付近に配置し、患者が手術ホールの奥まで立ち入らないよう配慮する。 

② 手術室 

 整備する手術室のうち、1 室は陰圧調整可能な手術室とする。 

 手術室の内部は、可能な限り粉塵の溜らない構造とし、清潔機器等の収納は壁埋め込み型とするとともに、

仕上げは耐衝撃性・抗菌性・柔軟性に優れた材料を使用する。 

 天井面から懸垂するシーリングペンダント（医療機器搭載棚付き天井懸垂型医療ガス・電源供給システム）

を設け、医療ガス設備及び各種モニタ等を搭載する。床に配線が這うことのないよう考慮する。 

 病棟からのベッド搬送が可能なように、出入り口部の広さを確保する。 

 術中撮影のためのポータブル機器や、特殊な機器・設備を用いる手術のための機器等の搬入・設置が可能

な広さを確保する。また、将来の医療機器の大型化を考慮し、機器の荷重に耐えられる床構造とする。 

③ 手術部門内の主要諸室 
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ア 受付 

 手術患者の受付、病棟部門看護師から手術部門看護師へ申送りを行うために、手術管理室の一角に

受付を設ける。 

イ 手術ホール 

 一般区域からの入室口には、前室ホールを設ける。 

ウ 日帰り手術患者用更衣室 

 日帰り手術患者のための更衣室は、前室ホールから出入りする構造とし、トイレを付設する。 

エ 機器準備室 

 手術の器材・器械等の準備を行うため、器械準備室を設ける。 

 器械準備室には、麻酔機器・衛生材料及び滅菌・メンテナンス済の手術器械を収納するための倉庫を

付設する。 

オ 説明室 

 患者家族に、摘出した臓器や標本等を見せながら説明するための説明室を隣接する。 

④ スタッフエリア 

ア 男女別更衣室 

 手術エリアに出入りする全ての職員用に男女別更衣室を配置する。 

 準清潔区域であることから、一般区域からの入室口には前室を設け、スタッフ用シャワー・トイレを付設す

る。 

イ スタッフ休憩室 

 長時間の手術を終えた職員が、足を伸ばしてゆっくりと休めるよう配慮する。 
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05_内視鏡部門 

 基本方針 １.

 各種疾患の早期発見、正確な診断・治療等、質の高い医療を提供する。 

 患者への検査説明を十分に実施することにより、不安の除去や検査内容への理解を深めるとともに、患者プラ

イバシーに配慮した設備とし、患者が安心して検査を受けられる環境を整備する。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

（２） 診療機能・規模 

検査種 
現病院（平成 28 年度） 新病院 

件数 台数 件数 台数 

上部内視鏡 2,218 件＋処置 2 台 現病院と同程度を想定 3 台 

下部内視鏡 1,163 件＋処置 2 台 現病院と同程度を想定 2 台 

ERCP 

(X 線 TV 室で実施) 
121 件 

1 台 

現病院と同程度を想定 

1 台 
気管支内視鏡 

(X 線 TV 室で実施) 
76 件 現病院と同程度を想定 

 

（３） 他部門との連携 

① 救急部門 

 救急部門から緊急内視鏡の依頼を受けた場合、原則として内視鏡部門にて検査担当医が対応する。

（時間内・時間外ともにオンコール対応） 

② 放射線部門 

 X 線 TV を利用した内視鏡検査・処置・治療については、放射線部門の X 線 TV 室で行う。 

③ 検査部門 

 細菌検査・病理検査については、検体を検査部門に搬送（人手搬送）して対応する。ただし、病理迅速

内視鏡検査（上部・下部）

内視鏡下の処置・治療

超音波内視鏡検査

X線透視下の内視鏡検査

内視鏡検査検査・処置・治療

気管支内視鏡

各種ﾌｧｲﾊﾞｰの洗浄消毒

機器の点検・維持管理
（エコー含む）

その他の業務

内視鏡部門 患者受付

前処置
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検査の場合、臨床検査技師が内視鏡検査室内で検体を採取し、検査部門へ搬送する。 

 内視鏡部門では組織採取等を行うため、感染対策・汚物処理が行えるよう計画する。 

④ 健診部門 

 健診部門から内視鏡オーダを受けた場合、内視鏡部門にて対応する。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 内視鏡部門は、外来・入院・救急部門からアプローチしやすい位置に配置し、動線距離に配慮する。 

 緊急時に対応するため、救急部門と内視鏡部門の動線を配慮する。 

 スタッフや機器を有効活用するため、内視鏡部門と放射線部門は横動線で隣接させ、透視下内視鏡検査

等で X 線 TV 室を共有できる配置とする。 

 内科系外来（消化器内科、呼吸器内科）との関連が高いため、内科系外来と近接させて配置する。 

 各検査室や前処置室は患者の安全に配慮するとともに、遮音に考慮し患者プライバシーに十分配慮した構

造とする。 

 感染対策、清汚動線に配慮する。 

 自動洗浄消毒器の臭気の換気に配慮する。 

 患者と健診利用者の動線は、可能な限り区別する。患者と健診利用者は出入口を別にすることが望ましく、

健診利用者の待ち時間が短縮されるよう、運用を検討する。 
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06_放射線部門 

 基本方針 １.

 急性期医療を支える診療部門の一つとして先端医療機器を導入し、高度な画像情報や治療を提供する。  

 他部門と連携し、業務を効率よく迅速に行い医療サービスの向上に努める。   

 地域の医療機関と連携し、高度医療機器の検査依頼を積極的に受け入れる。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

  

放射線部門

一般撮影

乳房X線撮影

X線透視撮影

血管撮影

CT

MRI

X線骨密度測定

核医学検査

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ撮影

画像診断検査

画像データの管理

放射線治療

患者受付

前処置

放射線安全管理その他

読影
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（２） 診療機能・規模 

項目 
現病院（平成 28 年度） 新病院 

回数 機器台数 回数 機器台数 

画像診断検査     

 X 線撮影 76,701 回  一般撮影装置 2 台 

乳房撮影装置 1 台  

X 線骨密度測定装置 1 台 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ撮影装置 3 台 

X 線透視撮影装置 3 台 

外科用 X 線 TV 装置 

（手術部門管理）1 台 

現病院と

同程度を

想定 

一般撮影装置 2 台 

乳房撮影装置 1 台 

X 線骨密度測定装置 1 台 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ撮影装置 3 台 

X 線透視撮影装置 3 台 

 

血管撮影 172 回 血管撮影装置 1 台 血管撮影装置 1 台 

CT 撮影 16,819 回 CT 装置 2 台 CT 装置 2 台 

MR 撮影 23,838 回 MRI 装置 1 台 MRI 装置 １台 

核医学検査 1,306 回 SPECT-CT 1 台 現病院と

同程度を

想定 

SPECT-CT 1 台 

放射線治療 5,072 回 ﾘﾆｱｯｸ  1 台 

治療計画装置 1 台 

現病院と

同程度を

想定 

ﾘﾆｱｯｸ 1 台 

治療計画装置 1 台 

   出典：平成 28 年度の実績：病院概要（平成 29 年度） 

 

（３） 他部門との連携 

① 外来部門 

 検査後のリカバリーが必要な患者は、中央処置室で行う。 

② 救急部門 

 放射線部門と救急部門を隣接させることにより、機器と人員配置の効率化を図るとともに、重症患者の移

動が最短距離で行えるようにする。 

③ 内視鏡部門 

 気管支内視鏡及びX線TV装置を使用した内視鏡検査については、放射線部門において実施する。具体

的な依頼方法等については、継続検討とする。 

④ 地域連携部門 

 地域医療機関等からの画像診断・放射線治療の依頼を積極的に受け入れる。 

 医療機器の有効利用と医療連携の促進を図るため、検査依頼について地域連携部門を窓口とする。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

① 放射線部門全体 

 放射線部門は、各種画像診断・核医学検査、放射線治療の各業務が、限られた技師数で効率的に遂

行できるよう、可能な限り同一フロアに集約配置する。 

 救急患者搬送動線・外来患者動線・入院患者動線とスタッフ動線を可能な限り分ける。放射線機器等の

更新時に対応が容易に行えるよう、搬入経路及び搬入口を十分考慮する。 

 将来、新たな機器の導入や更新を考慮し、拡張可能なスペースを考慮する。 
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 ICU・手術室との動線を考慮する。 

 核医学検査エリアは、外部からの放射性医薬品の搬入や放射性廃棄物の搬出等が行いやすい配置及び

構造とする。 

 一般撮影室及び CT 室、血管撮影室は救命センターから容易にアクセスできるとともに、一般外来患者の

動線にも配慮する。 

 透視下内視鏡検査室は、内視鏡部門と一体的に整備する。 

 各撮影装置室、治療装置室に機械・制御室を設ける。 

 各検査室及びその他放射線部門の部屋は単独空調とする。 

② 検査・処置エリア 

 検査を待つ患者のために、待合スペースを検査エリアごとに設ける。特に放射線治療エリアについては、患者

プライバシーが確保されるよう、患者動線等を考慮し、待合スペースを配置する。 

 気管支内視鏡検査に使用する X 線 TV 室と CT 室は、感染患者が使用する可能性があるため、陰圧対

応可能な設備とする。 

 読影を行うための医師の効率を考慮した読影コーナーを中央操作ホールの一画に設ける。 

 一般撮影用中央操作ホールと CT・MRI 用中央操作ホールは一体整備が望ましいが、一体整備が難しい

場合はそれぞれ整備する。 

 画像検査端末による適正画像の検査、3 次元画像作成端末による画像作成のための画像管理室を整備

する。 

③ 核医学検査エリア 

 準備室は、外部と区画された洗浄設備と放射性医薬品調整用フードボックスを設ける。 

 核医学検査エリアを出入りする患者及びスタッフの汚染チェックを行うために、出入口付近には汚染検査室

を設け、放射線測定器（Hand Foot Cloth Monitor）を設置する。 

 外部からの出入口付近に保管廃棄室、その他 RI 排水・排気設備及び洗浄設備を設ける。 

 ポジトロン CT（PET-CT）が将来的に整備できるよう、建物配置等に配慮する。 

④ 放射線治療 

 リニアック室の周囲（特に免震装置付近）は、遮蔽を考慮した構造で、全身照射にも対応できる広さを確

保したものであること。 

 

  



安心と信頼を与える医療 「仁」「愛」「和」の心をもって 

- 35 - 

07_検査部門 

 基本方針 １.

 最上地域唯一の中核病院・地域救命救急センター・地域がん診療連携拠点病院・災害拠点病院として、一

般、血液、生化学、輸血、病理、細菌、生理の各検査について、各検査室で安心かつ精度の高い検査デー

タの提供に取り組む。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

  

検査部門

超音波検査

検体検査

生理検査

脳神経検査

呼吸器検査

循環器系検査

耳鼻咽喉科検査

一般検査

血液検査

生化学検査

細菌検査

病理検査 病理組織診断

細胞検査

病理解剖

輸血検査 輸血検査

血液製剤管理

自己血輸血
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（２） 診療機能・規模 

① 想定検査件数 

検査区分 
想定件数 

現病院※ 新病院 

検体検査 955,890 件 現病院と同程度を想定 

生理検査 15,105 件 現病院と同程度を想定 

病理検査 病理組織診断 15,379 件 現病院と同程度を想定 

細胞検査 3,821 件 現病院と同程度を想定 

病理解剖 1 件 現病院と同程度を想定 

輸血検査 11,593 件 現病院と同程度を想定 

※出典：平成 29 年度 病院概要（平成 28 年度実績値） 

 

② 主な医療機器 

諸室名 主要機器名称 備考 

検体検査室 自動採血管準備システム 2 台 

※化学療法室への増設を今後検討 

全自動尿分析装置 1 台 

全自動尿中有形成分分析装置 1 台 

全自動血球分析装置 1 台 

ディスカッション顕微鏡 2 台 

血液・一般観察用顕微鏡 2 台 

グリコヘモグロビン測定装置・血糖測定装置 1 台 

生化学自動分析装置 2 台 

全自動血液ガス分析装置 1 台 

全自動血液凝固分析装置 1 台 

全自動免疫測定装置 1 台 

全自動血液培養装置 1 台 

細菌検査 全自動細菌同定・感受性検査装置 1 台 

安全キャビネット 1 台 

顕微鏡（簡易蛍光付） 1 台 

生理検査 超音波診断装置（心、表在用） 2 台 

超音波診断装置（腹部） 1 台 

解析機能付心電計 3 台 

トレッドミル 1 台 

負荷心電図装置 1 台 

脳波計 1 台 

オートスパイロメーター呼吸機能測定装置 2 台 

重心動揺計 1 台 

筋電計 1 台 

血圧脈波計 1 台 

皮膚潅流圧測定器 1 台 

オージオメーター 1 台 

インピーダンスオージオメーター 1 台 

病理検査 密閉式自動固定包埋装置 1 台 

包埋ブロック作成装置 1 台 

凍結組織切片作成装置 1 台 

自動封入装置 1 台 

臓器写真撮影装置 1 台 
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諸室名 主要機器名称 備考 

病理検査 自動免疫染色装置 1 台 

ディスカッション顕微鏡 医師用 1 台 

観察用顕微鏡（組織用・細胞診用） 2 台 

ラミナーテーブル 2 台 ※要ホルマリン換気 

バーチャルスライドシステム 1 台 

輸血検査 全自動輸血検査システム 1 台 

 

（３） 他部門との連携 

① 外来部門 

 時間内の緊急依頼は、外来部門からオーダ入力するとともに電話連絡を受け、対応する。 

② 入院部門・手術部門 

 時間内の緊急依頼や術中迅速検査依頼は、病棟または手術部門からオーダ入力するとともに電話連絡を

受け、対応する。 

 時間外の緊急依頼や術中迅速検査依頼は、病棟または手術部門からオーダ入力するとともに電話連絡を

受け、対応する。 

③ 救急部門 

 緊急依頼の場合、救急部門からオーダ入力するとともに電話連絡を受け、対応する。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

① 検査部共通事項 

 臨床検査技師が効率的に業務を行えるよう、検体検査エリア・生理検査エリア・細菌検査エリアの動線に配

慮した配置とする。 

 各部門からの検体搬送について、搬送設備の設置を検討する。 

 検査後の検体等医療廃棄物が多いため、外部からの廃棄物回収動線を確保する。 

 分析機器からの放熱により室温が上昇するため、空調設備について配慮する。 

 検査部門のスタッフエリアの諸室は、部門内（検体検査・細菌検査・生理検査・病理検査・輸血検査）で

共有することを考慮して配置する。 

 採血ブース・生理検査室は、外来患者の動線を考慮し、外来部門に近接した配置とする。 

 患者が利用するエリアは、可能な限り、職員と患者の動線を区分する。 

 検査室は、新しい検査機器の導入にも対応できるようなスペースを確保し、機器の搬入口も十分な幅を確

保する。 

② 検体検査エリア 

 臨床検査技師が効率的に業務を行えるよう、検査部門内の他のエリアとの移動が容易な配置とする。 

 検体検査室は、業務の効率的な運用が行えるように、各エリア（一般・緊急・分析・輸血等）は間仕切の

無いワンルームに配置する。 

 検体検査エリアは配線数が多く、検査機器の更新も頻繁に発生することから、検査室等は必要に応じてフリ

ーアクセスフロアとする。 

 検体検査室と外来の採尿トイレは隣接配置とし、採尿はパスボックスにより取り出せるようにする。 

 採血室と検体検査室は、検体搬送の効率化を考慮し、付設または隣接配置とする。患者のプライバシー保
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護の観点から、採血ブースを設置し、番号による呼出しを行う。また、採血患者の待合として採血室前に約

40 人規模のスペースを確保し、採血中の様子が待合から見えないようを考慮する。 

 採血室は外来患者の利用が多いことから、外来診察室からの動線に留意し、患者にとってわかりやすい低

層階に配置する。 

 救急部門・各病棟・外来・手術部門からの検体（病理検体を含む）及び緊急時の血液製剤の搬送に備

えて、迅速に対応できる設備を整備する。 

③ 細菌検査エリア 

 細菌検査室は独立設置し、前室を設ける。 

④ 生理検査エリア 

 外来診察室からの動線に留意し、患者にとってわかりやすい低層階に配置する。 

 外来患者の利用が多いことから、採血室との隣接配置が望ましい。 

 聴力検査室は耳鼻科外来と、心電図・エコー検査は内科外来との近接配置が望ましい。 

 各検査室は、患者のプライバシー保護に配慮する。 

 各検査室は、車椅子やベッド搬送等を考慮し、各検査室廊下・出入口等は十分な広さを確保する。 

 各検査室は、個別の空調設定を可能とする。 

⑤ 病理検査エリア 

ア 病理検査エリア 

 術中迅速検査における手術室との動線に配慮して配置します。 

 病理検査エリアは、ホルマリン等への換気対策として、単独の空調設備を整備するとともに、外気との換気

を可能とする。 

 病理検体の保管場所、切出し・標本作製する諸室は、有機溶媒等の化学物質及び感染防御に対応

する空調及び排水設備を整備する。 

 病理検体（ホルマリン処理済）・パラフィンブロック保管用の稼働棚が設置可能な保管スペースを病理検

査室に併設または近接して配置する。また、検査後の臓器保管場所も確保する。ただし、病理検体（ホ

ルマリン処理済）とパラフィンブロックの同室内保管は原則不可とする。 

イ 病理解剖エリア 

 病棟からの遺体の搬送、院外への搬出及び臓器・汚物・廃液等の処理（処理業者への引渡し）が効

率的に実施できる配置とする。 

 病理解剖エリアは、霊安室に近接して設置する。 

 解剖室に前室・更衣室及びシャワールームを設置する。 

 遺体の搬送のため、患者用とは別のエレベーターや出入口を設置する等の十分な配慮をする。 

 感染症患者の遺体解剖時の職員への感染防止の観点から、病理解剖エリアはバイオハザード対応の設

備とし、感染防御に対しては、国立感染症研究所病原体等安全管理規程を参考に整備する。 

 ホルマリン等の換気対策として、空調設備は単独設備とする。 

⑥ 輸血検査エリア 

 血液製剤の授受のため、手術部門・救急部門等との動線に配慮する。 

 自己血採血室は、各科処置室を利用する。 
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08_薬剤部門 

 基本方針 １.

 各診療科及び外来化学療法室と連携し、外来患者に対する安全、安心な薬物療法を提供する。 

 薬剤師外来（薬剤師が外来に常駐）を実施することで、他の医療者の負担軽減を図る。 

 他職種と連携し、入院患者に対する最適な薬物療法を提供するために、病棟に常駐し病棟薬剤業務を行

う。 

 チーム医療に積極的に参加することで、適切な薬物療法を提供する。 

 適切な薬物療法が行えるように、医薬品に関する情報を提供する。 

 地域の保険薬局や医療機関と連携し、外来患者の薬物療法を支援する。 

 患者にとって最適な薬物療法の効果が十分発揮できるように、医薬品の有効性と安全性を確保する。 

 医薬品の適正使用の推進と安全性の向上を目指し、業務の効率化と監査機能の充実を図る。 

 24 時間 365 日救急に対応する薬剤部門の充実化を図り、各部門との連携体制を確立する。  

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

 

 

薬剤部門

薬剤指導管理業務

医薬品情報(DI)管理業務

医薬品管理業務 薬歴管理

品質管理・在庫管理

医薬品の搬送

麻薬・向精神薬の管理

調剤業務

処方

化学療法、TPN(中心静脈栄養)

注射

一般製剤

無菌製剤

製剤業務

外来服薬指導

病棟服薬指導

処方箋監査

製造販売後調査業務
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（２） 診療機能・規模 

① 業務量 

病棟 現病院（平成 28 年度） 新病院 

処方箋枚数（1 日平均）   

 入院   約 82 枚 現病院と同程度を想定 

外来 約 451 床 現病院と同程度を想定 

 院内処方 約 64 枚 現病院と同程度を想定 

院外処方 約 387 枚 現病院と同程度を想定 

薬剤管理指導回数（1 日平均） 約 29 回 現病院と同程度を想定 

   出典：平成 28 年度の年間実績（病院概要（平成 29 年度））をもとに算出 

② 主な医療機器 

医療情報システムとの連携に配慮し、新病院で整備する医療機器について、今後検討していく。 

  【薬剤部に配置する主な医療機器】 

現病院（平成 28 年度） 新病院 

全自動散薬分包機 同左 

全自動錠剤分包機 同左 

散薬監査システム 同左 

水薬監査システム 同左 

安全キャビネット 同左 

クリーンベンチ 同左 

オートクレーブ 同左 

冷蔵庫 同左 

― アンプルピッカー（今後設置を検討） 

出典：病院概要（平成 29 年度） 

 

（３） 他部門との連携 

① 入院部門 

 投薬等の準備業務及び一部注射薬混注業務は、病棟内の混注スペースにおいて病棟看護職員が行う。

クリーンベンチ等が必要な混注については、薬剤部門内で行う。 

 入院患者の持参薬について、薬剤部門で鑑別・報告を行う。 

 将来的に、薬剤師による病棟での調剤業務や入院患者への薬剤管理指導業務の拠点とするため、病棟

のスタッフステーションの一画に病棟薬剤師コーナーを設ける。 

 薬剤部からの払出に利用した医薬品カートについて、病棟内で配置するスペースを確保する。 

② 救急部門 

 時間外救急患者の処方箋監査及び調剤は、院外処方での対応が困難な場合には当直薬剤師が対応す

る。 

 薬剤部門と救急部門の連携が図れる体制を確保し、医薬品管理・医薬品の適正使用のための診療支援

を行う。時間内、薬剤師が救急部門に常駐することも検討する。 

③ 物品管理部門 

 原則として、通常使用される物品・医薬品等は定数配置を行い、定期的または都度に物品管理部門
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（中央倉庫）より補充を行う。 

 医薬品倉庫は、中央倉庫から物品供給を受けるが、薬品倉庫に供給された後の物品管理は薬剤部門が

行う。 

 薬剤部門から外来部門、病棟部門、救急部門、手術部門等へ搬送される医薬品は、搬送の一元化を図

り、効率的に運営されるよう計画する。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

① 薬剤部門全体 

 持参薬確認に関わる運用を効率化するため、入退院受付と近接して配置する。 

 医薬品保管のための冷蔵庫やキャビネット等を設置するための十分なスペースを各諸室に考慮する。 

② 調剤および製剤エリア 

 薬剤部門は、医薬品の搬入・調剤及び製剤・払出までの作業が一連で効率的に実施できるよう、各諸室

を配置する。 

 調剤室は単独空調とし、温度及び湿度管理が可能な設備とする。 

 調剤室及び製剤室は配線数、医療機器の更新等を考慮し、OA フロアとする。 

③ 抗がん剤調製室 

 抗がん剤調製室と外来化学療法室とは、抗がん剤の搬送に配慮し、隣接した配置とする。 

 安全キャビネットの排気は、環境及び人体に影響のないよう配慮する。 

④ 投薬窓口 

 外来患者の投薬窓口は、総合受付（会計窓口）との動線を考慮した配置とし、調剤室と隣接する。 

 救急患者の院内処方薬の受け渡しに配慮した場所に配置する。救急外来と近接あるいは隣接させ、時間

外の投薬に対応可能な場所に配置する。 

⑤ 患者支援室（服薬指導室） 

 患者プライバシーを確保できる設備を整える。 

 外来服薬指導での利用が主となることから、投薬窓口との動線に考慮する。 

⑥ 医薬品管理室 

 医薬品管理室は、外部からの薬品の搬入が容易に行える場所に配置し、検収スペースを付設する。 

 調剤室との動線が短くなるよう考慮する。 

 入院患者の注射薬を病棟へ容易に搬送できるよう、注射調剤コーナーとエレベーターとの動線を考慮する。 

 麻薬払い出しコーナーは、調剤エリアの注射・処方薬払い出しコーナーに隣接する。 
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09_人工透析部門 

 基本方針 １.

 最上地域の基幹病院としての透析医療を担い、感染対策と医療安全に配慮し質の高い透析医療を提供す

る。 

 救急患者に対し、緊急透析や各浄化療法を実施する。 

 新規透析導入患者に対し、安心して透析治療を行なうことができるよう指導・援助を行なう。また、導入期を

不安なく過ごせるよう十分なケアを行い、安心・安全な治療環境を提供する。 

 最上地区にある３つの透析施設の中心であり、各施設との連携を図りながら透析医療を提供する。 

 医師、看護師、薬剤師、臨床工学技士、医療ソーシャルワーカー等のカンファレンスを積極的に行い、適切な

治療を提供する。 

 透析担当医師の体制について、常勤の腎臓内科医の確保について整備を図る。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

 

  

 
透析部門 透析療法 

透析療法以外 

血液透析（HD) 

持続的携行式腹膜透析（CAPD） 

持続援助式血液濾過透析（CHDF） 

機器管理 

血液濾過透析（HDF) 

血漿交換法 

白血球除去法等 

血液吸着法 
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（２） 診療規模・機能 

① 透析件数 

 新病院の透析台数については、医師確保及び患者数の状況に応じて稼働数を検討する。 

透析療法 
現病院（平成 28 年度） 新病院 

患者数 透析台数 患者数 透析台数 

血液透析（総数） 
外来 32.4 人/日 

19 台 
32.4 人/日 

25 台 
入院 3.6 人/日 3.6 人/日 

 出典：平成 29 年度病院概要より算出 

 

（３） 他部門との連携 

① 入院部門 

 透析治療以外に入院治療が必要な場合には、各診療科医師が協力連携する。 

 入院患者への透析についても、透析室での実施することを基本とする。 

 重症患者や重症感染症患者、循環動態が安定していない症例等、透析室への移送が不可能な入院患

者については、透析部門スタッフが ICU または感染病床に出向き、病棟スタッフと連携し対応する。 

② 臨床検査部門・放射線部門 

 定期・臨時検査及び緊急検査等に対応する。 

③ 薬剤部門 

 定期・臨時処方に対応するが、休日・夜間透析実施の場合は、投薬方法（投薬場所、受渡方法等）に

ついて薬剤部門と協議検討する。 

④ 栄養部門 

 透析患者に対する食事の提供は今後も行わない。 

 透析患者への栄養指導等、栄養部門と連携し、積極的に取り組む。 

⑤ 地域連携部門 

 透析患者の精神的又は日常生活上の相談を MSW と協力・連携し対応する。 

 地域医療機関より長期休暇時の透析の受け入れ依頼がある場合、地域連携部門と連携し対応を検討す

る。また、地方の医療機関より帰省患者の透析についても、地域連携部門と連携し対応を検討する。 

⑥ 物品管理 

 通常使用される物品・医薬品等は定数配置を行い、定期的または都度に中央倉庫・薬剤部門等より補

充を行う。補充者については物品管理部門・薬剤部門と協議・検討する。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 透析部門は、外来・病棟からの患者移送等の動線に留意し、外来患者・入院患者に分かりやすい場所に配

置する。 

 緊急時に対応するため、関連病棟・救急部門・ICU 等から患者搬送・スタッフ移動の動線に留意した配置に

する。 

 透析室入口は、ベッド搬送用と、独歩用入口を分けて設置し、入口には自動ドアを設置する。 

 病棟からベッド搬送された患者の乗せ替えや、ベッドサイドでの処置等を行うため、入口やベッド間のスペースを

充分に確保する。 
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 透析室入口に受付カウンターを設置し、受付業務が行える事務スペースを確保する。 

 感染病床のうち 1 室はポータブル機器による透析が可能な給排水設備を整備する。 

 透析室内に感染症等の患者に対応可能な個室を 2 室設置する。 

 臨床工学技士の業務効率化のため、臨床工学部門と近接した配置とする。 

 実施時間が長時間に及ぶことを考慮し、採光等の居住性及び患者アメニティ（テレビやラジオの設置）等に

配慮する。 

 透析室内に CAPD 患者の診察・処置等ができるスペースを確保した診察室を設置する。処置スペースには

廃液処理等ができる汚物処理設備を設ける。（CAPD 用診察室は他患者の診察、指導室等と兼用す

る。） 

 透析室内に、患者用の男女別の更衣室・ロッカー等を設置する。 
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10_リハビリテーション部門 

 基本方針 １.

 急性期の患者の充実したリハビリテーション医療を提供するとともに、地域の医療や介護施設と十分な連携を

図る。 

 診療各科及び各部門との連携を強化し、急性期リハビリテーションの充実を図ることにより、患者の早期治療

や早期退院に貢献する。 

 特に、高齢化に伴い一定の医療需要が見込まれる心疾患・脳血管疾患に対応するため、循環器内科・神経

内科・脳神経外科・整形外科等、診療各科や各部門と充実したチーム医療を提供する。 

 安全・安心なリハビリテーション医療を行う。 

 こども医療療育センター、こころの医療センター等と連携し、最上地域における障がい児のリハビリテーション体制

の整備を図る。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

  

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施計画書の作成

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの実施 運動療法

物理療法(水治療）

基本・応用動作訓練

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部門

言語聴覚療法

作業療法

評価及び管理

機能的作業療法

ADL訓練

IADL訓練

高次脳機能訓練

精神・心理的作業療法

職業前評価・訓練

言語コミュニケーション訓練

摂食機能訓練

理学療法
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（２） 診療機能・規模 

区分 現病院（平成 28 年度） 新病院 

理学療法 21,499 件 

現病院より増加を想定 

 心大血管疾患 1,599 件 

脳血管疾患等 5,093 件 

廃用症候群 3,072 件 

運動器 11,544 件 

呼吸器 191 件 

作業療法 10,747 件 

現病院より増加を想定 

 脳血管疾患等 4,491 件 

廃用症候群 1,568 件 

運動器 4,557 件 

呼吸器 131 件 

言語聴覚療法 5,012 件 

現病院より増加を想定  脳血管疾患等 3,466 件 

廃用症候群 1,546 件 

退院時ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ指導 223 件 現病院より増加を想定 

   出典：平成 28 年度実績：病院概要（平成 29 年度） 

 

（３） 他部門との連携 

① 入院部門 

 リハビリテーション室でのリハビリテーション実施が困難な患者に対しては、ベッドサイド等で理学療法・作業療

法・言語聴覚療法を行う。 

 退院時に継続的に治療を必要とする患者は、地域内の医療機関等との連携を図る。 

 退院時に必要に応じ MSW（医療ソーシャルワーカー）と連携し、患者を支援する。 

② 入院・外来部門 

 心臓リハビリテーションについては、循環器内科と連携が図れるよう、動線・配置に配慮する。 

③ 外来部門 

 外来リハビリテーションについては、実施前の診察が必要なため、各診療科と連携を図ることができるよう動線

に配慮する。 

④ 救急部門 

 救急部門との連携を図り、複合損傷のリハビリや呼吸器リハビリの早期介入を目指す。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

① リハビリテーション室 

 病棟や外来からアプローチしやすい場所に設置し、患者にとってわかりやすい配置とする。特に、循環器内科

病棟・脳外科病棟・整形外科病棟・地域包括ケア病棟との動線が短くなるよう配慮する。 

 トレッドミル・エルゴメーター等は検査部門と供用して使用できるよう、生理検査エリアと隣接させる。 

 心大血管疾患リハビリテーションは、リハビリテーション部門での実施を主とし、必要なスペースを確保する。加

えて、病棟にはサテライト機能としてエルゴメータ等が設置可能なスペースを確保する。エルゴメータは、リハビリ
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テーション部門の療法室と循環器内科病棟のサテライトリハビリスペースに配置する。 

 リハビリテーション室における各機器・器具のレイアウトは、リハビリテーションが可能なスペースと十分な通路を

確保する。(患者を評価する際、歩行スペースは少なくとも 30ｍ必要) 

 疾患別施設基準（心大血管疾患リハビリテーション（Ⅰ）、脳血管疾患等リハビリテーション（Ⅰ）、廃

用症候群リハビリテーション料（Ⅰ）、運動器リハビリテーション（Ⅰ）、呼吸器リハビリテーション（Ⅰ）、が

ん患者リハビリテーション）を満たす配置・スペースとする。 

【施設基準の概要】 

区分 主な施設基準 

心大血管疾患 

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ

（Ⅰ） 

 専用の機能訓練室（少なくとも 30 ㎡以上）を有していること。 

※心大血管疾患リハ実施時間帯以外は他のリハビリ実施可能 

 酸素供給装置、除細動器、心電図ﾓﾆﾀｰ装置、ﾄﾚｯﾄﾞﾐﾙ、ｴﾙｺﾞﾒｰﾀ、血圧計、救急ｶｰ

ﾄ 

脳血管疾患等 

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ

（Ⅰ） 

 専用の機能訓練室（少なくとも 160 ㎡以上）を有していること。 

※脳血管疾患リハ実施時間帯以外は他のリハビリ実施可能 

 言語聴覚療法を行う場合は、遮蔽等に配慮した専用の個室（8 ㎡以上）1 室以上

を別に有していること。 

 歩行補助具、訓練ﾏｯﾄ、治療台、砂嚢等の重錘、各種測定用器具（角度計、握力

計等）、血圧計、平行棒、傾斜台、姿勢矯正用鏡、各種車椅子、各種歩行補助

具、各種装具（長・短 下肢装具等）、家事用設備、各種日常生活動作用設備等 

廃用症候群 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ料

（Ⅰ） 

 脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）を届け出ていること。 

運動器 

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ

（Ⅰ） 

 専用の機能訓練室（少なくとも 100 ㎡以上）を有していること。 

※運動器リハ実施時間帯以外は他のリハビリ実施可能 

 各種測定用器具（角度計、握力計等）、血圧計、平行棒、姿勢矯正用鏡、各種

車椅子、各種 歩行補助具等 

呼吸器 

ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ

（Ⅰ） 

 専用の機能訓練室（少なくとも 100 ㎡以上）を有していること。 

※呼吸器リハ実施時間帯以外は他のリハビリ実施可能 

 呼吸機能検査機器、血液ガス検査機器等 

がん患者 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

 専用の機能訓練室（少なくとも 100 ㎡以上）を有していること。 

※がん患者リハ実施時間帯以外は他のリハビリ実施可能 

 歩行補助具、訓練ﾏｯﾄ、治療台、砂嚢などの重錘、各種測定用器具等 

② 屋外訓練スペース 

 屋外歩行訓練が可能なリハビリスペースを設ける。 

 屋外訓練スペースは、リハビリテーション室から直接出入り可能な配置とする。 

③ 多目的室 

 障がい児リハビリテーションを実施する場合に活用できるよう考慮する。 
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11_臨床工学部門 

 基本方針 １.

 院内医療機器の一元管理及び保守管理を行い安全性の高い医療機器を提供する。 

 院内スタッフの機器使用・運用について教育、情報周知・共有など行い安全管理を行う。 

 チーム医療の推進と質の高い臨床技術提供を行い地域医療へ貢献する。 

 医療機器、診療材料の効率的な使用方法や医療機器購入時の選定に必要な情報を提供し、健全な病院

経営に貢献する。 

 救急時の呼び出しに迅速に対応可能な人員体制を整えるとともに、医療機器管理システムの導入等により業

務や人員の効率化を図ることを検討する。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

  

 
臨床工学部門 手術室業務 

ペースメーカー業務 

人工呼吸器業務 

カテーテル室業務 

血液浄化業務 

補助循環装置業務 

機器管理業務 

臨床支援業務 

教育・研修 
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（２） 診療機能・規模 

① 中央管理医療機器 

医療機器名称 
現病院（平成 28 年） 

台数 

人工呼吸器  

輸液ポンプ １６台 

シリンジポンプ ４台 

パルスオキシメーター 2 台 

除細動器（AED 含む） ７台 

IABP １台 

生体情報モニター １２台 

低圧持続吸引器  

超音波ネブライザ 17 台 

空気圧マッサージ装置  

                            出典：固定資産一覧より 

 

（３） 他部門との連携 

① 外来・入院部門（病棟） 

 各診療科、病棟等で共有して使用できる機器については、臨床工学部門に貸出依頼をする。 

② 手術部門 

 手術の立ち会い、術中医療機器の設定・操作管理を行う。 

③ 放射線部門 

 カテーテル検査、カテーテル治療の立ち合いを行い、機器の設定・操作等を行う。 

④ 人工透析部門 

 血液透析に関する業務等を行う。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 ME 機器搬送に使用できるエレベータが近くにあり、病棟へ迅速に搬送可能な配置とする。手術室・ICU

（救急部門）・カテーテル室・透析室への動線にも配慮するが、病棟への迅速搬送を最優先に配置する。 

 臨床工学部門全体で単独空調設備とする。 

 臨床工学部門の諸室は１フロアに集約配置し、臨床工学技士が効率的に業務を行えるよう配慮する。 

① ME 機器保管庫 

 中央管理する医療機器の保管スペースを確保する。 

 貸出・返却用の受付カウンターを設置する。受付カウンターは将来のシステム化に対応できるよう、端末を設

置可能とする。 

② ME 機器点検室 

 簡単な医療機器の修繕を行うための十分な点検スペースを確保する。 

 中央配管・給排水設備・非常電源等の設備を整備する。 

 医療機器、消耗備品等を洗浄・消毒するため、流し台を整備する。 
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12_栄養部門 

 基本方針 １.

 患者に対して適切な栄養管理の提供に努め、地域の医療機関・介護施設等との連携を促進し、退院後も継

続的に栄養管理を支援する。 

 入院患者に対し、安心で心和む食事を提供し、患者の疾病治療に貢献する。 

 栄養指導を積極的に行い、疾病の治療・予防を食事面から支援する。 

 診療各科及び他部門との連携を強化し、NST 活動等の臨床支援業務に積極的に取り組み、患者の回復を

支援する。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

 

（２） 診療機能・規模 

① 業務量 

ア 給食件数 

食数 1 回あたり約 220 食の食事を提供する。 

提供食数 
現病院 

（平成 28 年度：稼働 388 床） 

新病院 

（325 床、 

うち救命救急ｾﾝﾀｰ専用病床 10 床） 

一般食 118,433 食 108 食/回 93 食/回 

特別食（加算対象） 87,732 食 80 食/回 69 食/回 

特別食（加算対象外） 73,455 食 67 食/回 58 食/回 

合計 279,620 食 255 食/回 220 食/回 

   出典：平成 28 年度の年間提供食数：病院概要（平成 29 年度） 

 

栄養管理栄養部門 栄養管理業務

栄養指導

栄養療法（NST)

調理・労務管理

食数管理給食管理業務

調理・食事提供

献立作成・管理

配膳・下膳

食材管理
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イ 栄養指導件数、NST 件数 

診療各科及び他部門と連携を推進し、積極的に栄養指導・NST を実施することにより、患者の早期回復・

疾病予防に取り組む。 

項目 現病院（平成 28 年度） 新病院 

栄養指導件数 

 個別指導  1,459 件 

現病院と同程度または増加を想定 入院 1,152 件 

外来 307 件 

集団指導 307 件 現病院と同程度または増加を想定 

糖尿病透析予防 26 件 現病院と同程度または増加を想定 

NST 加算件数 1,069 件 現病院と同程度または増加を想定 

 出典：平成 28 年度実績：病院概要（平成 29 年度） 

② 主な厨房機器 

栄養部門の主な機器設備は以下のとおり。必要台数等については今後検討する。電気調理機器を多く採用

することを想定し、十分な電力を確保する。 

主な給食設備（案） 

食材保管一式（ｻｲﾛ・冷蔵・冷凍庫等）、 

下調理器具一式（各種ｼﾝｸ・食器洗浄機、ﾋﾟｰﾗｰｽﾗｲｻｰ等）、 

主調理器具（ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ・ﾚﾝｼﾞ・ｵｰﾌﾞﾝ・ﾌﾗｲﾔｰ等）、炊飯器具一式（洗米機、炊飯器等）、 

保温保冷配膳車、消毒保管庫、ｽﾁｰﾏ、温蔵庫、保温ｹﾄﾙ、ﾃﾞｲｽﾍﾟﾝｻｰ、ﾌﾞﾗｽﾄﾁﾗｰ、業務用電子ﾚﾝｼﾞ、 

ﾁﾙﾄﾞ庫、真空包装器、酸性水製造装置 等 

 

（３） 他部門との連携 

① 入院部門 

 配膳・下膳業務は、栄養部門及び病棟看護職員間で適切かつ効率的な業務分担を行う。 

 食事の搬送は、栄養部門と各病棟を結ぶ専用エレベータを設置し、衛生的で効率のよいエレベータ動線を

計画する。 

 病棟には温冷配膳車・下膳車待機のためのスペースを確保する。 

 給湯・給茶設備、シンク、電子レンジ等を備えたパントリーを設置する。 

 病棟内での栄養食事指導等、管理栄養士が病棟で活動するためのスペースを病棟に確保することを検討

する。 

 産科病棟に調乳室、小児病棟スタッフステーションに調乳コーナーを設け、保管・分注・加温を行い、患児ま

たは健常新生児に提供する。 

 感染症患者に対しては、ディスポ食器の使用等、配膳・下膳の運用を計画する。 

 クリーンルームに入室している患者に対しては、専用のメニューを提供する。 
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 諸室計画 ３.

 配置条件 

① 栄養部門全体 

 HACCP（危害分析重要管理点）の概念に基づいた大量調理施設衛生管理マニュアルに準じた調理室

とし、食材搬入から検収・下処理・調理・盛り付け・配膳・下膳・洗浄までの一連の作業がワンウェイで行え

るよう、各諸室を配置する。 

 食材搬入・検収の利便性および効率を考慮した配置とする。検収室・調理室は、搬入車が直付けできる配

置とする。 

② 厨房 

 厨房は、病棟間との食事搬送、外部からの食材搬入及び残渣の搬出が、円滑に行える場所に設置する。 

 厨房については、従来方式の調理方法を採用した配置計画、設置機器計画とする。 

 食事の搬送については、給食専用エレベータを 2 機設置する。患者に対して時間厳守にて食事提供するた

め、温冷配膳車を 2 台以上積載することが可能であるものとする。 

※清潔（配膳）用・不潔（下膳）用の用途別エレベータの設置については、今後検討する。 

 調理・盛り付け・食器洗浄等野業務が円滑かつ安全に実施できるよう、厨房の入口は自動ドアとし、自動

手洗い設備を設置する。 

 床面は、清掃が容易で速乾性がある床材とする。 

 側溝・勾配に配慮し、排水・換気・防虫対策等に万全を期し、常時清潔に保たれるよう計画する。また、清

潔区域／汚染区域を明確に区分する。厨房内の清潔管理区分は下記のとおりとする。 

区分 対象諸室等 

清潔作業区域 盛り付けコーナー・調乳室・放冷・保管コーナー 

準清潔作業区域 配膳車プール・調理コーナー 

汚染作業区域 食品庫・検収コーナー・検食室・食器洗浄コーナー・事務管理室・更衣室・休憩室 等 

※各諸室は 25℃、湿度 80%以下の適温・適湿が保持できる能力を有する単独空調設備とする。 

厨房内の浮遊菌をなくすために陽圧とし、月 1 回専用キットを用いた浮遊菌検査を検査部門へ依頼する。 

③ 調乳室 

 ミルクを調乳するため、無菌操作法を行える調乳設備を備える。 

④ 事務管理室 

 栄養事務室は、食材の納品、検収を行うため、検収コーナーに隣接させる。 

 採光・通風・換気に配慮する。 

 試作・検食等のため、電子レンジ、冷蔵庫、食器棚、手洗設備を設置する。 

⑤ スタッフルーム、NST スタッフミーティングルーム 

 スタッフルーム、NST ミーティングルームは、事務管理室と同一のエリアとする。 

 特殊栄養食品や経口栄養剤の試食のため、シンクと冷蔵庫を設置する。 

⑥ 栄養指導室 

 栄養指導室は外来部門に設置し、患者動線に配慮する。 
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13_医事経営部門 

 基本方針 １.

 地域住民に信頼と安心を与え、地域の誇りと思っていただけるような病院像を目指すための表玄関の顔として、

職員一人ひとりがまごころのこもった受け入れに努め、来院者目線に沿い、来院者に寄り添った対応を常に心

掛けていく。 

 患者のスムーズな動線の確保と電子カルテをはじめとする医療情報システムにより、医療情報を効率的に運用

し、会計待ち時間の短縮を図るとともに、できるだけ待ち時間を感じさせない環境づくりに努める。 

 医療情報システムを利用して、患者情報の一元化、他部門への情報伝達の迅速化・正確化、診療情報の

有効活用を図ります。 

 医師等の他職種との連携により、診療報酬の査定減や請求漏れの防止を徹底し、実施した医療行為を確実

に収益に結び付けることで、病院の経営基盤の強化に貢献します。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

  

医事経営部門

未収金対策業務

医事業務

医療情報システム管理･運用

経営分析データ作成

受付業務
(総合案内/総合受付/入退院受付

/計算・会計窓口 等）

会計・出納業務

情報企画業務

診療報酬関連業務

診療予約支援業務

会計業務

経営戦略立案業務

診療録管理業務（開示請求）

経営管理データ統計処理
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（２） 診療機能・規模 

① 想定外来患者数 

約 800 人／日を想定する。 

② 想定入院患者数 

約 280 人／日を想定する。 

 

（３） 他部門との連携 

① 地域連携部門 

 紹介患者の新患登録や診療予約が円滑に行えるよう、地域連携部門と協力する。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 医事業務エリア（受付窓口含む）は、外来患者の動線に配慮し、低層階・出入り口付近に設ける。 

 地域連携部門・医療安全部門・感染管理部門との連携を図るため、事務室内には当該部門職員の執務

スペースを確保する。 

 業務上、関連の多い総務課との動線に配慮する。 

 カルテ庫は必要な広さを確保する。 
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14_地域連携部門 

 基本方針 １.

 総合患者支援センター（仮称）の設置により患者サポートを推進する。 

 地域医療構想に基づき、自院の役割を果たして最上地域の関連機関と連携し在宅への復帰をサポートする。 

 かかりつけ医と当院病院の診療機能に関する役割分担を明確にし、急性期医療を必要とする患者に必要な 

医療を提供する。 

 地域の医療機関との緊密に連携し紹介率の向上のための体制強化を図る。 

 患者が安心して高度な医療を受けられるよう、院内外の医療連携システムと地域ネットワークの構築を図る。 

 最上保健所からの人員派遣による医療・介護・福祉に係る相談窓口を整備する。 

 地域連携クリニカルパスの適応拡大や地域医療情報ネットワーク「もがみネット」の活用推進を図る。 

 地域における総合的ながん診療を行い、地域連携拠点病院としての役割を果たす。 

 患者や家族の医療・介護・福祉に関する様々な相談に対応できる体制を整備するとともに、地域の関係機関

との連携強化を図る。 

 

 基本運用 ２.

（１） 業務範囲 

 

 

 

（２） 診療機能・規模 

① 紹介・逆紹介患者数 

紹介区分 患者数 紹介・逆紹介率 

紹介 8,366 人 33.1％ 

逆紹介 4,108 人 27.5％ 

出典：平成 28 年度紹介率統計 

② 医療相談等件数（年間） 

相談項目 病院利用 療養問題 家庭問題 社会復帰 経済問題 その他 合計 

相談件数 1,344 件 119 件 7 件 341 件 68 件 1,204 件 3,083 件 

     出典：平成 29 年度病院概要 

③ 退院支援・がん相談件数（年間） 

項目 退院支援 がん相談 

件数 1,710 件 442 件 

 出典：平成 29 年度病院概要 

 

(がん相談・緩和ケア相談等） 

その他業務 

医療相談業務 

入退院支援業務 

医療連携業務 総合患者支援センター

（仮称） 
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④ 総合患者支援センター（仮称）の業務項目 

業務項目 業務内容 

各種相談業務 患者相談業務 

  がん相談 

入退院受付業務 入院前ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ(アナムネ聴取）・ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 

  持参薬の確認、薬剤管理 

  栄養指導、アレルギーに関する聞き取り 

  【入院当日】入院手続き 

地域連携業務 紹介・逆紹介患者の窓口 

  （紹介患者の）診察・検査予約 

  退院支援・退院調整 

  訪問看護・訪問リハビリへの紹介 

  地域医療機関や患者への情報提供、広報活動 

 

（３） 他部門との連携 

① 外来部門 

 他医療機関等から紹介患者の依頼のある場合、診療各科と連携し、診察予約を取得する。 

 紹介患者の受診当日に患者から紹介状・診療申込書・保険証等の確認を行う。 

 新病院で新設する総合患者支援センター（仮称）と連携し、入退院業務の支援を行う。 

② 入院部門 

 他医療機関等からの入院紹介依頼に対応するため、病棟師長及びベッド調整担当と連絡調整の上、病

床を確保する。また病棟からの依頼を受けて MSW または退院調整担当者が早期からの退院調整を行う。 

③ 医事部門 

 入退院業務では、医事部門の入退院係と協力する。 

 紹介患者が新患の場合は、医事部門に患者 ID 登録の依頼をする。 

④ 検査部門・放射線部門 

 他医療機関より検査や治療の依頼がある場合、各部門と連携し予約を取得し、検査日時・受診方法の

連絡をする。 

 検査結果に関しては、地域連携部門から依頼元医療機関へ報告する。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 地域連携部門は、紹介、逆紹介の患者に対応するため、外来エリアに隣接して配置する。 

 地域連携部門は、医事経営部門との連携も多いため執務スペースは医事経営部門事務室を共用利用とす

る。 

 紹介患者受診時の対応窓口として、地域連携部門窓口を外来総合受付に隣接して設置する。 

 がん相談支援センターを独立して設置し、外来化学療法室近隣に整備する。また、がんサロンとしても利用す

る。 

 外来・入院患者が利用できる、がんの病態・治療法・予防・早期発見に関する情報提供の場所を設ける。 

 医療福祉相談室は、相談者のプライバシーに配慮し、防音性で施錠が可能な個室等とし、トラブル発生時

には職員がすぐに退避できる構造とする。 
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15_医療安全部門 

 基本方針 １.

 院内外における患者さんの安全を守る。 

 医療安全に対する職員の意識啓発を進めるとともに、医療事故発生を予防し、安全で安心な医療の提供に

努める。新興感染症等の発生やアウトブレイク時に、トップダウンによる病院機能・人員配置等の采配を行うた

め、院長直轄の独立組織として設置する。 

 職員に安全に働ける環境を提供する。 

 院内の医療機器安全管理責任者、医薬品安全管理責任者、各部門のセーフティーマネージャーとの連携に

より安全確保に努める。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

 

（２） 診療機能・規模 

① 各種委員会 

    

（３） 他部門との連携 

 各部門と常に連携し、各種マニュアル作成・インシデント・アクシデントレポートの情報収集、分析し職員への

情報提供と周知、教育、研修をする。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 地域連携部門との連携が多いため、執務スペースは医事部門事務室を共用利用とする。 

 職員用面談室を配置する。面談室はプライバシーに配慮し、防音性があり施錠可能な個室とする。 

  

各種委員会 開催頻度 

医療安全管理対策委員会 毎月１回 

医療事故調査会 随時 

医療事故防止対策委員会 週１回 

コンフリクトマネジメント委員会 毎月１回 
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16_感染管理部門 

 基本方針 １.

 新興感染症等の発生やアウトブレイク時に、トップダウンによる病院機能・人員配置等の采配を行うため、院長

直轄の独立組織として設置する。 

 当院における院内感染予防対策及び院内感染発生時の対応等における院内感染対策体制を確立し、適

切かつ安全で質の高い医療サービスの提供を図る。 

 感染制御医師や感染管理認定看護師、薬剤師や検査技師等の多職種によって構成される ICT による感染

予防活動を行う。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

 

（２） 活動内容 

① 各種委員会 

各種委員会 開催頻度 

院内感染予防対策委員会 毎月１回 

ICT ミーティング・院内ラウンド 週１回 

 

（３） 他部門との連携 

 各部門と常に連携し、各種マニュアル作成・感染拡大防止・医療関連感染サーベイランスの実施等行う。 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

 感染管理部門は、医療安全部門との連携が多いため執務スペースは医事部門事務室を共用利用とする。 

 

  

感染対策会議 

感染管理部門 感染対策 

教育・指導・相談 
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17_管理部門 

 基本方針 １.

 患者、家族等の来院者にとって過ごしやすく、療養の場として良好な環境の維持・確保に取り組む。 

 各部門における業務遂行及び部門間の連携に配慮し、質の高い医療を提供するための支援を行う。 

 医師、看護師、コメディカル、事務、委託等の全ての職員が、働きやすい執務環境の整備に取り組む。 

 情報分析・広報活動等の経営企画活動が積極的に行える体制を整える。 

 きめ細やかな患者サービスを提供するため、ボランティアの活用を図る。 

 限られた予算の中で最大限の効果が発揮できるよう常に最善を尽くし、健全運営の実現を目指す。 

 最上地域の公的医療機関を持続的に支える医師の派遣機能や教育研究機能等に係る拠点機能の整備を

図る。 

 

 運用計画 ２.

（１） 業務範囲 

 

 諸室計画 ３.

 配置条件 

① 管理諸室 

ア 病院幹部諸室 

 病院幹部諸室（院長室・副院長室・事務局長室・看護部長室）は、常に密接に連携できるように同エ

リアに整備する。 

 また各諸室は、来客等の応対ができるスペースを確保する。 

 病院幹部諸室エリア内に応接室を設置する。 

病院管理 

《その他上記以外の管理諸室》 

売店・カフェ／自動販売機コーナー／食堂／理髪店／患者図書室／ATM コーナー 等 

医局 

病院幹部 

看護部 

※医事経営部門に掲載 

事務部門 総務課 

医事経営部門 

庶務係 

施設用度課 

医事業務 

会計業務 

情報企画業務 

患者利用施設 

職員利用施設 

その他 

※医事経営部門に掲載 

※医事経営部門に掲載 
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イ 医局 

 チーム医療の推進や各診療科間の連携推進を目指し、医師の交流が行いやすいよう集約配置とする。 

 医局入り口に、医局秘書のデスク等を設置し、外部業者との取次窓口等を行う。 

 医局内にはミーティングスペースと、飲食等ができる休憩スペースを確保する。 

 医局内は、各医師のデスクスペースを医局奥に配置し、休憩スペースやミーティングスペースを医局入口付

近に配置する。 

 医局内に仮眠スペースを確保する。 

 積極的な研修医等の受け入れを考慮した環境整備を行う。 

 医局内に電子カルテ端末を設置した共有の作業スペースを確保する。 

 医局近隣に MR 等の営業訪問者の待機スペースを確保する。 

ウ 看護部 

 看護部長室を設置し、外来・病棟師長等からの報告、ミーティング等ができるスペースを確保する。 

エ 総務課（総務事務室） 

 管理部門に配置する。 

② 職員利用施設 

ア 職員更衣室 

 職員更衣室は管理エリア内に集約配置を基本とし、防犯・盗難対策を徹底する。ただし、業務特性によ

り部門内に更衣室が必要な場合は個別に更衣室を設ける。 

 集約配置の更衣室は、総務課職員を含む各職種及び実習学生や委託職員の利用を想定するため、

十分な広さを確保する。 

 医師用更衣室は医局に隣接して設置する。 

イ 宿直室・仮眠室 

 宿直室は、緊急時に迅速に対応できるように宿直実施部門に個別に整備する。 

 医師仮眠室は医局エリア内に配置する。 

 医師仮眠室には女性専用エリアを設け、エリアの入り口は施錠可能とする。また、エリア内に専用シャワー

ルームを設ける。 

 看護師・コメディカル用の仮眠室を整備し、更衣室に隣接配置する。地域特性を踏まえ、豪雪時の院内

待機や長距離通勤前後の仮眠にも利用できるよう配慮する。 

 宿直室・仮眠室は、個室間の音漏れや屋外からの騒音（深夜の除雪作業音等）により睡眠が妨げら

れることのないよう配慮する。 

ウ 休憩室 

 休憩室は集約もしくは各部門に配置で検討する。 

 業務委託者用の休憩室を設置する。 

エ 職員図書室・書庫 

 書架 14 台以上を設置できるスペースを確保し整備する。 

 利用対象者は全職員とし、医師以外の職員も自由に利用しやすいよう配置に配慮する。 

 自主学習エリアを設け、学習机や端末(２台以上)が設置可能なスペースを確保する。端末では、医療

安全に関する DVD 視聴等の自主学習やインターネット検索を想定する。 

 診療関連図書だけでなく、医療安全や感染対策等の職員へ周知が必要な各種資料コーナーを設ける。 
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オ 大会議室 

 管理部門に配置する。 

 災害時は、災害対策本部や DMAT 本部として利用するため、南向きに配置する。 

 地域住民に対しての医療セミナー・シンポジウム等が開催できるスペースを確保する。 

 地域住民等の利用を考慮し、外部からも分かりやすい配置とする。 

 300 人程度を収容可能なスペースを確保するとともに、用途によって間仕切り等で区切れるものとする。 

カ 会議室 

 管理部門に配置し、必要数の会議室を設置する。（室数・広さは今後検討・協議する） 

キ シミュレーションラボ・研修室 

 新人の医師・看護師を中心とした職員の技術向上を目的とし、シミュレーターによる各種研修が可能なシ

ミュレーションラボを管理部門に設置する。 

 臨床研修に訪れる各関係施設からの研修生・実習生の休憩・待機スペースとして利用する研修室を管

理部門に設置する。 

 研修室は、実習が行われない時は別用途として利用しやすいよう、配置や設備を考慮する。 

ク 食堂 

 職員の利便性のため食堂を設置する。 

 来院者用食堂と一体整備し、食堂内で来院者エリアと職員エリアを区画する。 

ケ 院内保育所 

 計画予定地内に別棟として整備し、配置は職員が通勤してから保育所を経由して更衣へ向かう動線に

配慮する。 

 職員の送迎の利便性を考慮した配置とする。 

 病後児保育にも対応できるスペースを確保する。 

コ トイレ 

 患者・職員双方のプライバシーの確保や感染管理の観点から、可能な限り職員トイレと患者トイレを区別

して設置する。 

③ その他 

ア 防災センター 

 休日・時間外の来院者の管理ができるよう、時間外入り口等に隣接して設置する。 

 各種設備を中央で監視する中央監視室を設置する。 

 24 時間体制で監視を行うため休憩室・仮眠室等の整備を検討する。 

イ 電話交換室 

 総務課事務室内に配置する。 

ウ 霊安室 

 外来患者や入院患者から見えない位置に配置する。 

 霊安室に隣接して遺体安置冷蔵庫の設置スペースを確保する。 

エ サーバ室 

 管理部門に設置し、医療情報システムサーバの一元管理を基本とする。 

 サーバ室に必要な耐荷重・空調設備を設ける。 

オ 物品管理倉庫 
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 日常使用分の診療材料・医薬品・日用雑貨・消耗品・印刷物等保管できるスペースを確保する。（物

品管理について、管理方法・保管方法等今後検討する） 

 物品管理倉庫は用度係との動線を考え配置する。 

 総務課管理倉書庫を、総務課に隣接して設置する。（広さ等は今後検討） 

カ リネン管理 

 各病棟にリネン室（清潔・不潔に分けて保管）を整備する。 

 リネン類の中央倉庫を整備する。（リネン管理に関しては今後委託化計画で検討する） 

 ユニホームは各更衣室に保管場所（清潔・不潔に分けて保管）を整備する。 

キ 公用車車庫・DMAT 車両車庫 

 公用車（乗用車）及び DMAT 車両用の車庫を整備する。 

④ 患者利用施設 

ア 売店・カフェコーナー 

 外来部門で外来患者・入院患者・見舞客等のわかりやすい場所に設置する。 

 食料・飲料品・介護用品を販売し、また郵送・宅配便のサービス等の取り扱いも検討する。 

 イートインコーナーの設置やカフェコーナーの併設を検討する。 

イ 自動販売機コーナー 

 主として清涼飲料水の自動販売機を外来・病棟等に設置する。 

 外来の自動販売機コーナーは、座って飲食可能なスペースを考慮し、迎車待ち患者が待機しやすい配置

に配慮する。 

 プリペイドカード（病室レンタルテレビ等）の自動販売機を各階毎に設置する。 

ウ 食堂 

 見舞客や外来患者の食事サービスを行うため、利便性の高い場所に設置する。 

 職員食堂と一体整備し、食堂内で患者エリアと職員エリアを区画する。【再掲】 

エ 理髪店 

 理髪店の設置が必要か今後検討する。 

オ 患者図書室 

 外来患者・家族等のわかりやすい低層階に設置する。 

 健康管理のための情報発信の場として、医学書籍・参考書・パンフレット等を閲覧・貸出できる設備とす

る。 

 インターネット環境での情報検索や書籍を使った調べ物等が可能なスペースを確保する。 

カ ATM コーナー 

 患者の利便性を考慮し ATM の設置について関係機関と協議する。 

キ 公衆電話 

 外来・病棟に数ヶ所設置をする。双方とも車椅子・障害者に対応できる公衆電話とし、話し声が他人に

聞こえないようプライバシーに配慮した設備を検討する。 

ク 携帯電話エリア 

 来院者の利便性に配慮するとともに医療機器の誤動作等を防止するため、携帯電話等の通信機器が

使用可能な場所を院内に設置する。 



 

 

 

 

 

 

 

第３章 施設整備計画  
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 施設整備計画 第３章
01_整備概要  

１. 施設整備の基本方針 

（１）患者の療養環境に配慮した施設整備 

 来院者の利便性に配慮し、積雪等を考慮した十分な駐車スペースの確保とユニバーサルデザインに配慮す

る。 

 患者のプライバシーに配慮した診察室等の整備による質の高い療養環境を確保する。 

 利用者にわかりやすく移動しやすい施設配置とする。 

 医療安全・院内感染対策に配慮した医療環境を確保する。 

 患者のアメニティ（環境の快適性）等に配慮した施設整備を行う。 

 

（２）最上地域唯一の基幹病院としての機能を備えた施設整備 

① 救急医療 

 救急医療機能の充実による救急受入体制の強化を図るための施設整備を行う。 

② がん医療 

 地域がん診療拠点病院としての機能を発揮できる施設整備を行う。 

③ 心疾患・脳血管疾患 

 高齢化に伴い一定の医療需要が見込まれる心疾患・脳血管疾患への対応を見据えた施設整備を行う。 

④ 小児・周産期医療 

 小児・周産期医療に係る医療機能と療養環境を確保するための施設整備を行う。 

⑤ 総合診療 

 外来初診や救急受診時の迅速な診断・診療を実現するための施設整備を行う。 

⑥ 災害医療等 

 災害拠点病院としての機能を発揮できる施設整備を行う。 

 新型インフルエンザ等感染症に対応可能な施設整備を行う。 

 

（３）地域特性に適応した施設整備 

 地域に特性に対応した地域活性化の拠点となる施設整備を行う。 

 積雪等を考慮した駐車場を整備する。 

 地域医療機関との連携を考慮した施設整備を行う。 

 地域の医療需要及び社会環境の変化に対応可能な施設整備を行う。 

（４）職員の働きがい・職場環境に配慮した施設整備 

 職員用の研修エリアを確保する。 

 チーム医療充実のための職員の交流に配慮した施設整備を行う。 

 院内保育所の整備と積雪等に配慮した職員用駐車スペースを確保する。 

 

（５）開院後の健全経営を見据えた施設整備 

 開院後の健全経営及び良質な医療提供を実現するため、事業費の抑制と質の高い施設整備に努める。 
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２. 所在地・敷地条件 

 

 

住所 山形県新庄市金沢 702 番地の 3 

敷地面積 約 56,400 ㎡ 

都市計画区域 都市計画区域内（区域区分非設定） 

用途地域 工業地域（平成 29 年 2 月現在） 

防火・準防火地域 指定なし 

接道 県道曲川新庄線（前面道路）、国道 13 号線 

その他の地域・地区 建築基準法第 22 条指定区域内 

 

３. 施設規模 

 新病院は、近年建設された他自治体立病院の延床面積の動向を踏まえ、多様化する患者ニーズへの対応

や療養環境の充実、職員が働きやすい職場環境の整備、さらに日進月歩する医療技術へ対応可能な診療

スペース等のため、１床当たり 85 ㎡を確保し、約 27,700 ㎡程度とする。 

 敷地内に院内保育所を整備する。 
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02_敷地利用計画 

１. 施設配置計画 

 南側県道を前面道路とする。 

（南側県道と交差する踏み切り及び国道との交差点からの車両滞留を考慮した計画とする。） 

 来院者（患者・面会者等）、職員、サービス搬入、救急車等の動線を明確にし、周辺環境に配慮した計画

とする。 

 冬季の除雪及び堆雪に必要なスペースを確保した計画とする。 

 将来の増築や建替えができるスペースを考慮する。 

 

２. 駐車場等計画 

 駐車場は、患者用と職員用を区分して計画する。 

 駐車台数は、患者用 510 台程度、職員用 340 台程度、合計 850 台程度を確保する。 

 積雪等の対策のために、患者用と職員用（医師・準夜・深夜・当直勤務者用）に屋根付き駐車場を一定

数整備する。 

 身障者専用駐車スペースは、屋根付き駐車場を必要台数整備し、雨･積雪の影響を受けずにエントランスま

でアプローチ可能な計画とする。 

 介護・福祉施設車両駐車スペースを整備する。 

 緊急呼出専用医師駐車場を 10～20 台程度の緊急搬送入口・職員出入口近くに整備する。 

 正面玄関には、屋根付き乗降スペースを確保し、送迎車、バス、タクシーの利用を考慮する。院内の待合スペ

ースから見える位置にタクシープールを整備する。 

 バイクや自転車の駐輪スペースは、安全を考慮してエントランスに近い位置に必要台数を整備する。 

 建設コスト、維持管理コスト、耐久性等を十分に検討し、効果的かつ効率的となる区域に融雪設備の導入を

検討する。 

 

03_各部門の配置計画 

 部門配置の基本方針 

 病院運営上の関連性の高い部門については、隣接または近接配置し、部門間の直通動線を確保する等、患

者及び職員、物の搬送の動線の短縮化を図る。 

 同一フロアに配置できない部門間でも、縦動線による移動・搬送を考慮して迅速な対応が可能な計画とす

る。 

 感染対策・医療安全に考慮し、諸室や動線区分を明確にした計画とする。 
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04_構造・設備計画 

 構造計画（耐震性能・構造方針） １.

（１） 建物構造性能の設定 

 地域の災害拠点病院として地震等の災害時に機能する構造とする。 

 免震構造（基礎免震）の採用を基本設計において検討する。 

（２） 耐震安全性の分類 

 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（最新版（平成 25 年版））による耐震安全性の分類は以下

のとおりとする。 

部位 分類 耐震安全性の目標 

構造体 Ⅰ類 
大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できる事を目標とし、人命

の安全確保に加え十分な機能確保が図られているものとする。 

建築非構

造部材 
A 類 

大地震動後、災害応急対策活動の被災者の受け入れの円滑な実施、又は危険

物の管理のうえで、支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しない事を

目標とし、人命の安全に加えて十分な機能保全が図られるものとする。 

建築設備 甲類 
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていると共に、大きな

補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できることを目標とする。 

 

 設備計画（全体） ２.

＜特記事項＞ 

各種エネルギー源の検討にあたっては、①経済性、②環境性、③地域性（流通性）、④各機器への汎用性、

⑤災害への対応について配慮する。 

（１） 機能性 

 医療業務を円滑にサポートした上で、ランニングコスト（運転費用・維持管理費用）の縮減・イニシャルコスト

（設備費用）の軽減を目指した計画とする。 

（２） 安全性 

 電気・上下水道・ガス等のライフラインの途絶時においても必要な機能を維持できる BCP（事業継続計画）

対応を推進する計画とする。 

（３） 環境性 

 環境に配慮した熱源計画や電源計画とする。 

 自然エネルギーの有効活用を目指す。 

 

 電気設備計画 ３.

（１） 基本方針 

 電気設備は、完成後の運用に配慮した計画とする。 

 年次点検・維持管理・改修に配慮した計画とする。 

 管理運営面（設備監視・防災監視・警備監視）について、救急機能とも整合を図り、適切な人員配置を

視野に入れたシステムとする。 
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（２） 電灯設備（非常用照明設備、誘導灯設備含む） 

 病院施設の照明設備は、部屋用途により要求される光源や器具形態が様々であるため、適切な器具選定

及び配置計画を行う。 

 照明によるランニングコストの縮減に寄与できるように、機器の仕様や集中制御、点滅区分・方式を検討す

る。 

 待合室や病室は、心穏やかな視環境とする。 

 医療施設の照明基準をベースとした良好な視環境（採光・照明・色彩等）を実現する。 

 

（３） コンセント設備 

 手術室、救命救急センター、分娩室等の各諸室で診療継続のため必要となる箇所や、施設運用上不可欠

となる箇所（トイレや手洗い等）のコンセントは、停電時においても問題なく電源を供給できるものとする。 

 非常用発電機電源、UPS 電源、商用電源コンセントを色別し、目的に応じて適宜設置する。 

 医用接地が必要な部屋については、接地センターよりアースを取る。 

 

（４） 幹線・動力設備 

 一般負荷・医療負荷・保安負荷・非常用負荷等、用途別に系統を分けた幹線計画とする。 

 階別・部門別に幹線系統を分け、それぞれの電力消費量の計測が可能な計画とする。 

 空調ゾーニングや使用時間帯を考慮した電源供給とする。 

 重要負荷に対して、分電盤までの幹線を二重化する。  

 動力制御盤は、原則として機械室毎及び機器設置エリア毎に設け、供給範囲・使用用途毎に幹線を敷設

することにより、他に影響を与えることなく保守・更新が可能な計画とする。 

 

（５） 接地設備 

 電気設備技術基準、JIS-T1022 病院電気設備の安全基準に適合した接地設備を設置する。 

 

（６） 雷保護設備 

 地域特性・医療施設として必要な避雷装置について検討し、設置する。 

 誘導雷による設備機器への障害を回避できる設備計画とする。 

 

（７） 受変電設備 

 東北電力より 3φ3W6.6kV 50ＨＺ 本線・予備線引き込みとする。 

※上記については負担金も含め、電力会社と協議をする。 

 水害に考慮した配置計画とする。 

 年次（停電）点検に対応できる設備計画とする。 

 

（８） 非常用発電機設備 

 発電機容量は災害拠点病院の要件を満足するように法的（建築基準法・消防法）に必要な負荷だけで

なく、災害拠点病院として必要な容量を確保する。 

 燃料タンクは地下埋設型として、最低 3 日間（災害拠点病院の指定要件）運転可能なタンクの設置を検

討する。 
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（９） 蓄電池設備 

 停電時の非常照明用電源及び受変電設備制御用として設置する。 

 

（１０） UPS 電源（無瞬停電源） 

 停電時に無瞬断で電源供給すべき医療機器等に設置する。 

 

（１１） 中央監視設備 

 各種監視については中央監視装置で行い、監視及び制御、各種計量データ収集が可能なシステムとする。 

 

（１２） 構内情報通信網設備 

 医療情報系 LAN 等を設置する。 

医療情報システム整備 

機器 

医療情報システムサーバ・クライアント端末・プリンタ・ネットワーク機器（スイッチ・

アクセスポイント・UTP ケーブル等）・サーバ用 19 インチラック・サーバ用 UPS  

 

（１３） 構内交換機設備 

 電話交換方式を IP 電話方式とする。 

 原則として、院内のどこからでも通話可能とする。 

 

（１４） 拡声設備 

 防災センターに主装置を設置し、遠隔放送装置（レピーター）を設置する。 

 緊急地震速報を非常放送アンプに入力可能とし、地震時の対応に備える。 

 

（１５） インターホン設備 

 保守用インターホンを必要な箇所に設置する。 

 

（１６） ナースコール設備（トイレ呼び出し） 

 病室や処置室・患者利用の共用トイレ・多目的トイレ等に患者からの呼出しに応えるナースコール（システム）

設備を設置する。 

 

（１７） テレビ共同受信設備 

 屋上に地上波デジタル・BS アンテナ・共視聴用主装置を設置する。 

 

（１８） 監視カメラ設備（ネットワークカメラ） 

 防災センターに ITV 主装置及びモニター受像機を設置する。 

 監視カメラは病院施設への出入り口・病棟等必要な箇所に設置する。 

 

（１９） 入退出管理設備 

 スタッフ専用エリア（特に入室を制限する重要エリア）の入退室管理を行うことができる設備を設置する。 
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（２０） 自動火災報知設備 

 受信機は防災センターに設置する。 

 各病棟階のスタッフステーションに副表示機を設置する。 

 消防機関への自動通報装置を設置する。 

 

（２１） 時計設備 

 設備時計（親子式）と電波時計再送信システムを比較検討する。 

 

（２２） AV 設備 

 大会議室へのＡＶシステム（音響・映像）導入を検討する。 

 ＡＶ操作卓にて照明点滅（シーン設定）が可能なシステムとする。 

 

（２３） 太陽光発電設備 

 太陽光発電設備の導入を検討する。 

 

（２４） コージェネレーションシステム（CGS） 

 災害時対応と省エネを目的に CGS の導入を検討する。 

 

 機械設備計画 ４.

（１） 熱源設備 

 熱源設備は、イニシャルコストの縮減・ランニングコストの削減に配慮して選定する。 

 災害時に必要となる機能を想定し、安全性の高いシステムとする。 

 熱源設備の搬送システムは、変流量制御を検討する。 

 熱源システムは中央熱源と個別熱源の機能性を考慮し、選択する。 

 自然エネルギーを有効利用するシステムを検討する。 

 

（２） 空調設備 

 空調方式は使用用途・室内環境条件・使用時間帯・負荷形態等を考慮して計画する。 

 病院機能を優先する空調系統は機器・配管の二重化、ループ配管化等の相互バックアップ可能なシステム

の構築を検討する。 

 空調機系統は変風量制御の採用を検討する。 

 

（３） 換気設備 

 室内空気の浄化・熱の排除・燃焼ガスの除去と酸素の供給、湿気・排気ガスの除去等の室内環境の維持を

目的として、換気設備を設置する。 

 特殊用途又は専用の排気が必要となる諸室には、単独排気を配置する。 

 陰陽圧環境が必要な場合は、換気設備のエアバランスにて陰陽圧を確保する。 

 災害時には、自然換気窓の採用により自然換気を図る。 
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（４） 自動制御設備 

 ビルマネージメントシステム（BEMS）の導入を検討する。 

 

 給排水衛生設備計画 ５.

（１） 給水設備 

 給水設備は市水より引き込み、「受水槽+高架水槽方式」及び「ポンプ圧送方式」を検討する。 

 井水の有効利用及び災害時利用を検討する。 

 

（２） 排水設備 

 屋内排水は、水質汚染度・用途等により系統分けとする。 

 屋内排水は、自然放流方式にて排水本管へ排水する。 

 災害時の排水は、ピットに一時貯留量を確保することも検討する。 

 感染系排水又は特殊排水については、滅菌処理の必要性を検討し、必要に応じて専用配管とする。 

 検査用排水（透析・RI 等）に排水槽の設置を検討する。 

 

（３） 給湯設備 

 給湯設備は、中央給湯方式を基本とする。 

 局所的に給湯が必要となる箇所については、個別給湯を検討する。 

 太陽熱利用による給湯設備の設置を検討し、災害時にも供給できる対応を検討する。 

 

（４） ガス設備 

 厨房等での使用を想定し、災害時においても供給できる容量を確保する。 

 

（５） 医療ガス設備 

 医療ガス設備は、停電時やガスの交換時においても安全性・信頼性を考慮したシステムとする。また、医療ガ

ス供給に関しての各種情報を監視できる監視設備を設置する。 

 医療ガスは、原則として酸素・笑気・窒素・圧縮空気・吸引を中央式で供給する。 

 使用範囲が限定され、使用量も少ない特殊ガスについては、使用場所に設置する個別方式とする。 

 

（６） 排水処理設備 

 厨房除害設備設置を検討する。 

 

（７） 衛生器具設備 

 洗面・手洗器の水栓は自動水栓、小便器はセンサー付、大便器は洗浄機能付きとする。 

 

（８） 厨芥処理設備 

 厨芥処理設備については処理システムを含め検討する。 
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 災害対策 ６.

新病院は地震・台風・水害等の自然災害やこれらによる停電等のインフラ停止のみならず、新型インフルンザ等

感染症の大規模感染やその他の大規模災害発生時等、あらゆる災害における人命救助活動を支える「社会的に

重要なインフラ施設」としての役割を果たすことができる病院として計画する。 

 

（１） 災害時の病院機能の維持 

 大規模地震等の災害発生時に院内の患者及び職員等の安全を確保し、災害拠点病院としての機能を維

持できるように施設・設備の耐震能力の強化を図る。 

 簡易トイレを備蓄し、災害用マンホールトイレについても検討する。 

 医療品・医療用資材・食料等のライフラインや物流が途絶えた場合、病院の機能を維持できる期間を最低3

日間程度とし、災害時備蓄の充実や非常時供給体制の確保を行う。 

 地域特性上、冬期の積雪期間中にも必要物資を円滑に搬出入できるよう、備蓄倉庫は院内に整備する。 

 

（２） 傷病者の受入れ 

 災害時に多数の傷病者が発生した場合、災害拠点病院として患者の受入に対応できるよう、医療ガスや非

常電源設備等の災害対応設備をエントランスホール等に整備する。 

 災害時に待合ホールや外来廊下をトリアージ・初療スペースとして活用できるよう、十分な広さを確保する。 

 災害拠点病院として、災害派遣医療チームを編成し、ヘリポートの設置等災害時にも医療を提供できるよう

設備を整備する。 

 

（３） 緊急時に対応できる設備計画 

 上水・下水・電気・ガス等のライフラインは、災害時に考慮した計画とする。 

 普通高圧受電 2 回線引き込みを検討する。  

 水害を想定して、電気室、非常用発電機室・熱源設備機器は浸水しない位置への設置を検討する。 

 災害時に適宜自然換気を行うことのできる計画とする。 

 飲料水及び雑排水を３日分以上貯水できるよう検討する。 

 災害拠点病院として、災害発生時に上水道が断水した場合でも医療サービスを継続して提供できるよう、地

下水を利用する。 

 

 環境・省エネルギー計画 ７.

 環境対策として自然換気・太陽光・太陽熱等の自然エネルギーを用いた地球温暖化防止の取り組みを検討

する。 

 「建築物環境総合性能評価システム（CASBEE）」等による建築物の環境性能で評価し、省エネルギー・

環境配慮・室内の快適性・景観への配慮を行う。 
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05_整備手法 

 整備手法の比較検討 １.

（１） 主な整備手法 

整備手法 特 徴 

設計・施工分離発注方式 

（従来方式） 
基本設計及び実施設計を設計事務所が、施工は施工会社が行う方式 

DB 方式[Design Build] 

（基本設計先行型） 
基本設計を設計事務所、実施設計と施工を施工会社が行う方式 

DB 方式[Design Build] 

（基本設計一括型） 
施工会社に設計と施工を一括して発注する方式 

ECI 方式[Early Contractor Involvement] 

（施工予定者技術協議方式） 

基本設計と実施設計を設計事務所が行うとともに、実施設計段階で施

工会社が技術協力を行う方式(分離発注と DB の中間的な方式) 

PFI[Private Finance Initiative] 

（民間資金等活用事業） 

PFI 法に基づき、当該事業に係る「設計・施工(・維持管理)等」を１事業

者へ長期包括発注する方式 

 

（２） 比較検討 

整備手法 コスト縮減 工期短縮 透明性の確保 性能確保の確実性 

従来方式 

仕様発注（入札）による価格競
争が期待できるが、設計段階での
施工会社のノウハウを活用すること
はできない。 

設計完了後の工事発
注手続きに時間を要
する。 

詳細な設計仕様が決定
されるため、正確な工事
費が把握できる。 

詳細な設計仕様を決定の
うえ工事を発注するため、
施設の要求性能が確保さ
れる。 

DB 方式 

（先行型） 

実施設計段階から施工会社のノウ
ハウを活用した建設コストの縮減が
期待できるが、基本設計時の想定
工事費よりも建設コストが増加する
リスクもある。 

実施設計と工事の受
注業者が同一である
ことから、実 施設計
後、早期に施工準備
に着手できる。 

実施設計と工事の受注
業者が同一であることか
ら、設計仕様と建設コスト
の決定に関する透明性
確保が課題となる。 

実 施 設 計 の 着 手 前 に
（不確定要素が多い中
で）施工会社を決定する
ことから、要求性能の確保
が課題となる。 

DB 方式 

（一括型） 

基本設計段階から施工会社のノウ
ハウを活用した建設コストの縮減が
期待できるが、設計前の想定工事
費よりも建設コストが増加するリスク
もある。 

設計と工事の受注業
者が同一であることか
ら、実施設計後、早
期に施工準備に着手
できる。 

設計と工事の受注業者
が同一であることから、設
計仕様と建設コストの決
定に関する透明性確保
が課題となる。 

設計の着手前に（不確
定要素が多い中で）施工
会社を決定することから、
要求性能の確保が課題と
なる。 

ECI 方式 

「施工予定会社」から実施設計の
支援を受けることで、増額設計変
更のリスク回避が期待できるが、施
工予定会社との工事契約時の価
格交渉難航、合意金額増加のリ
スクがある。 

実施設計の支援業者
が工事の受注業者と
なることから、実施設
計後、早期に施工準
備に着手できる。 

発注者、設計事務所、
施工予定会社の間で、
前提条件（仕様とコスト
の基本条件）が合意で
きていないとコスト決定の
調整が難航するリスクがあ
る。 

発注者、設計事務所、施
工予定会社の間で、前提
条件（仕様とコストの基
本条件）が合意できてい
ないとコスト決定の仕様決
定の調整が難航するリスク
がある。 

PFI 

民間事業者のノウハウ活用により、
建設コスト及び維持管理コストの
縮減が期待できる反面、長期契約
において医療環境の変化への対応
が難しい面がある。 

ＰＦＩ導入の準備及
び事業者選定期間と
して約 2 年間の期間
が必要となり、開院時
期が約 2 年遅くなる。 

具体的な仕様決定は事
業者に委ねられることか
ら、建設コスト決定に関す
る透明性の確保が課題と
なる。 

具体的な仕様決定は事
業者に委ねられることから、
建設コスト決定に関する要
求性能の確保が課題とな
る。 

 

 整備手法決定の方向性 ２.

 整備手法については、建設コストの縮減に十分配慮しながら、工期や透明性、性能の確保について総合的に

勘案のうえ、最良の手法を選定することとする。 
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 整備事業計画 第４章

 現状の収支分析（類似病院平均※との比較） １.

（１） 収益と病床稼働状況 

 当院の 100 床あたり医業収益は、類似病院平均と比較して、入院収益で 83.9%・外来収益で 87.5%と

ともに低い（当院：入院収益 1,238,311 千円・外来収益 491,949 千円、類似病院平均：入院収益

1,475,618 千円・外来収益 562,165 千円）。一方、平均在院日数は 3.5 日（約 3 割弱）長い（当

院：16.4 日・類似病院平均：12.9 日）。 

（２） 職員 1 人あたり収益と診療単価の状況 

 当院の医師 1 人あたり収益は、類似病院平均と比較して、入院で 139.2％・外来収益で 144.7％とともに

高く、少ない医師数で高稼働している（当院：入院収益 278,791 円・外来収益 165,005 円、類似病

院平均：入院収益 200,300 円・外来収益 114,027 円）。 

 一方で、入院診療単価・外来診療単価ともに類似病院と比較して低く、特に入院診療単価については入院

基本料の違いを考慮しても 7,000 円/日以上の差がある（当院：入院診療単価 41,186 円・外来診療

単価 9,933 円、類似病院：入院診療単価 50,997 円・外来診療単価 12,035 円）。 

（３） 100 床あたり職員数の状況 

 当院の医師数は、類似病院平均と比較すると57.4％と低く、医師1 人あたりの業務負荷が大きい傾向にあ

る（当院： 12.2 人・類似病院平均： 21.2 人）。 

（４） 新病院に向けての課題 

 新病院に向けて、新規入院患者数の確保・維持に努めながら、病床稼働率の向上及び平均在院日数の

更なる短縮により、診療単価の向上を図り、医業収益の増加を目指す必要がある。 

 

※類似病院の抽出条件…公営企業年鑑(H27)より、「①総病床数300～400床」「②一般病床数250床以上」「③専門病
院を除く」「④外来投薬料単価 500 円以内」「⑤経常収支比率 90％以上」に一致する施設 

 

 概算事業費 ２.

 本整備事業に要する概算事業費を下表のとおり見込む。 

 新病院の整備にあたっては、今後の建築単価の推移等、社会情勢を注視しながら設計段階においてさらに精

査することとする。 

 

項目 内容 概算事業費（税込） 

１．用地調査・取得費 用地調査・取得費 等 約 8 億円 

２．設計・監理費 基本設計、実施設計、施工監理 約 4 億円 

３．新病院建設工事費 病院本体、駐車場、外構工事 等 約 150 億円 

４．医療機器等整備費 医療機器、什器備品、情報システム 等 約 38 億円 

計 約 200 億円 

※移転経費を除く。  
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 整備スケジュール ３.

 整備スケジュールは以下を想定し、2023 年度の新病院開院を目指す。 

 新病院への移転時期は、地域性を考慮し、気温・積雪による移転作業への影響が少なくなるよう配慮する。 

 新病院竣工から開院までの準備期間を十分に（目安として 3 ヶ月以上）確保する。 

 

【今後の主な整備工程（予定）】 

 2018 年度～2020 年度：基本設計・実施設計 

 2020 年度～2023 年度：新病院建設工事・外構工事 

 2023 年度           ：新病院移転・開院 

 

 事業収支シミュレーション ４.

（１） 前提条件 

新病院整備後の主な収益・費用項目を以下のように設定する。今後、経営状況に応じて随時見直しを図り、

健全経営を維持できる計画とする。 

① 医業収益 

ア 入院収益 

 開院 1 年後の稼働率は 83.5％、３年後以降約 90％を維持する。また、入院診療単価は、開院 1 年

後に 51,434 円、その後の単価伸び率を毎年約２％と設定する。 

イ  外来収益 

 開院１年後の 1 日平均患者数は約 790 人、外来診療単価は 12,641 円、その後の単価伸び率を毎

年 2.0％と設定する。 

② その他医業収益 

 病棟の個室（室料差額室）を現病院より増床整備し、患者への快適な療養環境の提供と室料差額収

益増の両立を目指す。 

③ 職員給与費 

 診療科の増設及び新機能設置（救命救急センター・入退院支援センター等）により、医師・看護師を増

員し、年間約 2 億円の費用増を見込む。 

④ その他経費 

 過去の実績や医業収益に対する比率をもとに、各種経費を設定する。 
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（２） 収支シミュレーション 

単位：百万円 

項 目 開院 1 年後 開院 2 年後 開院 3 年後 開院 4 年後 開院 5 年後 

総
収
益 

医業収益 7,848  8,229  8,558  8,793  8,997  

医業外収益 1,662  1,623  1,613  1,608  1,596  

特別利益 1  1  1  1  1  

総
費
用 

医業費用 9,825  9,079  9,219  9,308  9,388  

医業外費用 404  407  404  401  395  

特別損失 13  13  13  13  13  

医業収支 ▲1,977  ▲850  ▲661  ▲515  ▲391  

経常収支 ▲719  366  548  692  810  

       

資金収支 499  345  558  451  465  

 

 

 


